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平成21年度予算案の概要  
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平成21年度 雇用均等・児童家庭局  

予   算   案   の   概   要  

人口減少社会の到来を踏まえた少子化対策の推進、  

仕事と生活の調和と公正かつ多様な働き方の実現   

我が国においては、少子化や人口減少が進んでおり、経済産業や社会保障の問  

題にとどまらず、国や社会の存立基盤にかかわる問題となっている。   

このため、「子ども・子育て応援プラン」（平成16年12月）、「新しい少子化  

対策について」（平成18年6月）に基づく施策の着実な推進を図るとともに、平  

成19年12月に決定された「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を受け、  

「新待機児童ゼロ作戦」（集中重点期間平成20～22年度）、「5つの安心プラン」  

の一つである「未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会」等を踏まえた少子  

化対策を総合的に推進する。   

また、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現に向け、育児・介護休業  

制度の拡充や企業の取組に対する支援など、育児・介護期における仕事と家庭の  

両立支援対策を推進する。   

さらに、男女雇用機会均等の更なる推進やパートタイム労働者の均衡待遇確保  

などにより、．公正かつ多様な働き方の実現を図る。   

《主要手項》  

人 口 威 少 ＃ 会 の⊥河 東 を」好 吉元た少 子 化 対．宥 の潜 崖  

◇ 地域における次世代育成支援対策の推進   

1 地域の子育て支援の推進  

2 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実  

3 母子家庭等自立支援対策の推進  

4 母子保健医療の充実  

5 出産等に係る経済的負担の軽減  

◇ 仕事と家庭の両立の支援  

仕事と家庭の両立支援  

安居Lた屠眉・．生一昔の二穿屠と安心一朗得Lr膨ぐことのできる厚岸腰■勝  

1 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進  

2 パートタイム労働法に基づく正社員との均衡待遇の確保と正社員転換の推進  

3 テレワークの普及促進  
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○予井案卓の状況  

20年鹿予算額   21年度予井実額   伸び率   

局合計  9，627億円  9．815億円  2．0％  

一般会計  9，038億円  9，105億円  0．7％  

特別会計  589億円  711億円  

年金特別会計  

児王手当勘定  458億円  560億円  
うち児童育成事♯♯  458億円  22．4％  

労働保険特別会計  132億円   13．8％  

労災勘定   8億円   8億円  △5．2％   

t用勘定   124億円   143億円  15．1％   

※ 数値は端数処理の関係上一致しないものがある。  

・
t
，
－
－
．
t
■
．
．
r
J
「
－
r
 
▲
t
t
「
－
．
－
 
1
．
け
 
 

－4－  



人口戚少＃会の上野東を厨吉元た少子化対．宥の盾選  

◇ 地域における次世代育成支援対策の推進  

1地域の子育て支援の推進  

《686，825百万円→687，738百万円》  

（1）すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実 55，122百万円  
○地域の特性や創意工夫を生かした子育て支援事業の充実  38，800百万円  
（次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金））  

様々な子育て支援事業について、「子ども・子育て応援プラン」に掲げた目標の達成  

に向けた着実な推進を図るとともに、地域力を活用した子育て支援に従事する者の養  

成、ファミリー・サポート・センター事業における病児・病後児の預かり等への対応のため  

のモデル事業の実施等、地域の子育て支援の推進を図る。  

【対象となる主な事業】  

・次世代育成支援の人材養成事業（新規）  

地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、親の子育てを支援するコーデ  

ィネーターの養成及び地域子育て支援拠点事業や一時預かりなど地域で行わ  

れる子育て支援事業に参画する者を養成する。  

■ファミリー・サポート・センター事業（拡充）  

子育て中の労働者や主婦等を会員として、地域における育児の相互援助活動  

を行うとともに、新たに、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預  

かりなど多様なニーズへの対応のためのモデル事業を行う。  

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）  

生後4か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報  

提供や養育環境等の把握を行う。  

・養育支援訪問事業  

養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や指導助言等  

を行う。  

・子育て短期支援事業  

親の病気、残業などの場合に児童養護施設等において児童を一時的に預かる  

ショートステイ、トワイライトステイを実施する。  

・延長保育促進事業  

民間保育所において、11時間の開所時間を超えて実施する延長保育を推進  

する。  
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・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業  

「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」の機能強  

化を図るため、コーディネーターの研修やネットワーク構成員の専門性強化  

を図るための取組を支援する。   

○地域における子育て支援拠点の拡充  10．193百万円  
地域における子育て支援拠点について、身近な場所への設置を促進するととも   

に、多様な子育て支援活動の実施や関係機関とのネットワーク化を図り、子育て   

家庭へのきめ細かな支援を行う機能の拡充を図る。   

○一時預かり事業の拡充  197百万円  
実施主体を多様な運営主体に拡大し、多様な場における地域密着の一時預か   

りを推進する。   

○中一高校生と乳幼児のふれあう機会の推進  122百万円  
すべての市町村において、中・高校生が乳幼児と出会いふれあう機会が確保   

されるよう、児童館等を活用した取組を推進する。  
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（2）新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実  

356，864百万円   

347，465百万円  ○待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大  

・民間保育所運営費  

待機児童解消を目指し、民間保育所における受入れ児童数の増を図るととも   

に、第3子目以降の保育料を無料とする。  

また、保育所の経営の安定化を図るために定員区分の細分化を行うこととす  

る。   

○多様な保育サービスの提供  55，111百万円  
家庭的保育事業（保育ママ）や一時預かり事業の拡充、地域の保育資源（事業所内   

保育施設等）の活用など保育サービスの提供手段の多様化を図る。また、延長保育、病   

児・病後児保育、休日保育など保護者の多様なニーズに応じた保育サービスを提供す   

る。  
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（参考）   

平成20年度第2次補正予算案において、子どもを安心して育てることが   

できるよう「新待機児童ゼロ作戦」の前倒し実施を図り、平成22年度までの   

集中重点期間において15万人分の保育所や認定こども園の整備を推進   

することなどを目的として都道府県に「安心こども基金（仮称）」を創設す   

る。  【1，000億円（文部科学省分を含む。）】  
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（3）総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着実な推進  

23，453百万円   
放課後児童クラブと文部科学省が実施する「放課後子ども教室推進事業」を一体的あるい   

は連携して実施する「放課後子どもプラン」の着実な推進を図る。  

また、放課後児童クラブについては、「新待機児童ゼロ作戦」や「5つの安心プラン」を踏ま   

え、ソフト面及びハード面での支援措置を図る。  

（4）児童手当国庫負担金  252，300百万円  

2 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実   

《84，871百万円→92，624百万円》  

（1）虐待を受けた子ども等への支援の強化  87，720百万円  
○地域における体制整備  

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）や養育支援訪問事業の全国  

展開及び「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）の機  

能強化を図る。（次世代育成支援対策交付金（38，800百万円）の内数）  

○児童相談所の機能強化  

児童相談所における家族再統合のための保護者指導や一時保護所における教  

員等の配置を促進するなど児童相談所の機能強化を図る。  

○社会的養護体制の拡充   

■ 家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実  

82，221百万円   

家庭的な環境における養護を一層推進するため、小規模住居型児童養育事業  

（ファミリーホーム）の推進、里親支援体制の充実や児童養護施設等における  

小規模ケアの推進を行うとともに、幼稚園費の創設、教育費の拡充や乳児院に  

おける被虐待児個別対応職員の配置など入所している子どもへの支援の充実を  

図る。   

施設退所児童等への支援の充実   

施設を退所した子ども等の就業・生活支援を充実するため、児童自立生活援  

助事業（自立援助ホーム）を推進するほか、相談支援及び意見交換・情報交換  

等の自助グループ活動支援を行う地域生活・自立支援事業（モデル事業）を引  

き続き実施する。  

○ 社会的養護体制等の推進のための施設整備  

（次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金））  

5，033百万円  

児童養護施設の小規模化や一時保護施設の環境改善等の整備を推進する。  
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（2）配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）への対策等の推進  

4，904百万円  

婦人相談所が配偶者からの暴力被害者を一時保護委託するための経費の充実を図  

るとともに、婦人保護施設における同伴児童のケアの充実を図るほか、人身取引被害者  

や外国人の配偶者からの暴力被害者支援のための通訳者を養成するなど支援体勧の  

充実を図る。  
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3 母子家庭等自立支援対策の推進  

《170，627百万円→174，306百万円》  

（1）母子家庭等の総合的な自立支援の推進  7，804百万円   
○自立のための就業支援等の推進  2，744百万円  
母子家庭の母の就業支援等を推進するため、看護師等の資格取得を支援する高  

等技能訓練促進費等事業や母子自立支援プログラム策定事業の推進など支援措置  

の充実を図る。  
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（参考）   

平成20年度第2次補正予算案において、高等技能訓練促進費の  

支給期間の延長を行う。  【1．3億円】  

修業期間の最後の1／3の期間（上限12か月）  

→  修業期間の後半1／2の期間（上限18か月）   
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○養育費確保策の推進  68百万円  
養育費相談支援センターにおいて、 養育費の取決め等に関する困難事例への対  

応や、養育費相談にあたる人材養成のための研修等を行うことにより、母子家庭  

等の自立の支援を図る。   

（2）自立を促進するための経済的支援  166，502百万円  

母子家庭や寡婦の自立を促進するため、児童扶養手当の支給や、技能取得等に必要  
な資金の貸付を行う母子寡婦福祉貸付金による経済的支援を行う。  

4 母子保健医療の充実  

《18，434百万円→19，301百万円》  

（1）不妊治療への支援等   

○不妊治療等への支援   

4，620百万円  

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療費  

がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成するなどの支援を行う。   

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）46億円の内数）  

－8一  



○妊産婦ケアセンター（仮称）への支援（新規）  

産前産後における妊産婦の適切なサポートを行うため、入院を要しない程度の体調  

不良（うつ病など）の妊産婦を対象に宿泊型のサービス（母体ケア、乳児ケア等）を提  

供する。 

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）46億円の内数）   

（2）小児の慢性疾患等への支援  14，386百万円  
小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及を図るため、小児慢  

性特定疾患治療研究事業を行う。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施する。  

医政局に一括計上  （3）周産期医療体制の充実  

5 出産等に係る経済的負担の軽減   

（参考）   

平成20年度第2次補正予算案において、妊婦が健診の費用の心配をせ  

ず、必要な回数（14回程度）を受けられるように、現在、地方財政措置されて  

いない9回分について、平成22年度までの間、必要な財源を確保し、市町  

村iこおける妊婦健診の公費負担の拡充を図る。  【790億円】  

（参考）   

平成20年度第2次補正予算案において、平成20年度の緊急措置として、  

幼児教育期（小学校就学前3年間）の第二子以降の子一人あたりにつき、3．6  

万円の子育て応援特別手当を支給する。  【651億円】  

◇ 仕事と家庭の両立の支援  

仕事と家庭の両立支援  

《7，864百万円→9，984百万円》  

（1）育児・介護休業制度の拡充  4，560百万円  

育児・介護休業法の見直しを検討し、育児期の短時間勤務や男性の育児休業取得   

促進など、継続就労しながら育児・介護ができる環境を整備する。また、期間雇用   

者の育児休業の取得促進のための事業を実施する。  
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（参考）   

平成20年度補正予算案において、育児休業・短時間勤務制度の利用  

を促進するため、育児休業取得者又は短時間勤務制度の利用者が初めて  
出た場合に、1人目及び2人目について支給対象としている中小企業事  

業主に対する助成金の支給対象範囲を5人目まで拡大するとともに、2  

人目以降の支給額を増額（育児休業：60万円→80万円等）する。   

また、労働者が利用した育児サービス費用を負担する中小企業事業主  

に対する助成金について、助成率・助成限度額を引き上げる（助成率：  

2分の1→4分の3、限度額：30万円→40万円（1人当たり）、  

360万円→480万円（1事業主当たり））。  【制度要求】  
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（2）事業所内保育施設に対する支援の充実と地域開放  4，603百万円  

事業所内保育施設を設置、運営する事業主に対する助成措置について、助成期間  

を延長（5年→10年）するとともに従業員以外の地域の利用者への地域開放を進  

めることにより、事業所内保育施設の設置促進を図る。   

（3）中小企業における次世代育成支援対策の推進  784百万円  

次世代育成支援対策推進センターにおいて、中小企業における行動計画の策定、   

届出を促進するため、講習会、巡回指導を実施する等、相談援助機能を強化する。  
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二安定Lた願■＿生′芳の真跡い新得Lて靡くことのできる虜鰯  

1女性の職業キャリア継続が可能となる環琴？くりの推進  

《919百万円→853百万円》  

（1）職場における男女雇用機会均等の推進  499百万円  

男女雇用機会均等法の履行確保のため、厳正的確な指導を行うとともに、迅速な  

紛争解決の援助を実施する。  

（2）ポジティブ・アクションの取組の推進  329百万円  

男女雇用機会均等法の履行確保とともに、男女労働者の格差の解消をめざした企  

業の積極的かつ自主的な取組（ポジティブ・アクション）を進めるため、その周知  

と取組のノウハウを提供する。  
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（3）起業準備段階及び起業後間もない時期の女性に対する起業支援  

25百万円  
起業に向け取り組む女性に対する情報技術を用いて行う学習（e－ラーニングサ  

ービス：lの提供や、起業が軌道にのった先輩起業家が女性起業家に助言を行うメン  

ター紹介サービス事業の実施等により起業を支援する。  

2 パートタイム労働法に基づく正社員との均衡待遇の確保と正社員転換  

旦進進  《1，393百万円→1，690百万円》  

パートタイム労働法における均衡待遇の確保と正社員転換を推進するため、専門家   

の配置等による相談、援助等事業主支援を実施する。また、短時間正社員制度につい   

て、業界ごとの導入モデルの開発、普及等により、その導入促進、定着を図る。  

さらに、短時間労働者に対する正社員との均衡待遇等を考慮した制度を導入する中   

小企業に対して助成（60万円等）する。  

3 テレワークの普及促進  

《74百万円→64百万円》  

在宅での就業形態による発注者とのトラブル等に対する相談援助等を実施する。  
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平成20年度厚生労働省第2次補正予算（案）  
（雇用均等・児童家庭局所管分）  
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○介護従事者の処遇改善と人材確保等  1．3億円  

母子家庭の母の介護福祉士・看護師等の資格取得支援  1．3億円   
母子家庭の母の自立促進のために、介護福祉士・看護師等の資格取得を支援する高  

等技能訓練促進費の支給期間の延長を行う。  
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業期間の最後の1／3の期間（上限12か月）  
→ 修業期間の後半1／2の期間（上限18か月  

○出産・子育て支援の拡充  2，441億円  

1子育て支援サービスの緊急整備  1．000億円   

子どもを安心して育てることができるよう「新待機児童ゼロ作戦」の前倒し実施を   

図り、平成22年度までの集中重点期間において15万人分の保育所や認定こども固   

の整備を推進することなどを目的として都道府県に「安心こども基金（仮称）」を創   

設する。（文部科学省分を含む。）   

2 子育て応援特別手当の支給  651億円  
平成20年度の緊急措置として、幼児教育期（小学校就学前3年間）の第二子以   

降の子一人あたりにつき、3．6万円の子育て応援特別手当を支給する。   

3 安心・安全な出産の確保（妊婦健診公貴負担の拡充）  790億円  
妊婦が健診の費用の心配をせず、必要な回数（14回程度）を受けられるように   

平成22年度までの間、地方財政措置されていない9回分について、市町村におけ   

る妊婦健診の公費負担の拡充を図る。   

4 中小企業の子育て支援促進  制度要求  

育児休業・短時間勤務制度の取得を促進するため、育児休業取得者又は短時間勤   

務制度の利用者が初めて出た場合に、1人目及び2人目について支給対象としてい   

る中小企業事業主に対する助成金の支給対象範囲を5人目まで拡大するとともに、   

2人目以薩の支給額を増額（育児休業：60万円→80万円等）する。  
また、労働者が利用した育児サービス費用を負担するための中小企業事業主に対   

する助成金について、助成率・助成限度額を引き上げる（助成率：2分の1→4分   

の3、限度額：30万円→40万円（1人当たり）、360万円→480万円（1事業主当   

たり））。（制度要求）  
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参軍票主ゝ2  

少 子 化 対 策 の 総合 的 推 進   

【少子化社会対策関連予算（厚生労働省分）】  

21年度予井実額1兆3．922億円 （20年度予井額1兆3，452億円）  
【施策の方向性】   

我が国においては、少子化や人口減少が進んでおり、経済産業や社会保障の問題にとどま  
らず、国や社会の存立基盤にかかわる問題となっている。   
このため、「子ども・子育て応援プラン」等に基づく施策の着実な推進を図るとともに、  
「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を受け、「新待機児童ゼロ作戦」、「5つの安心  
プラン」の一つである「未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会」等を踏まえた少子化  
対策を総合的に推進する。  

の・芦蒼‘こ支茸のj監置  7．雌  β．β77即  

○ すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実  551億円  
・地域の特性や創意工夫を生かした子育て支援事業の充実、次世代育成支援のための人材  

養成（新規）、ファミリー・サポート・センター事業における病児・病後児、緊急時の預かり等  

多様なニ←ズへの対応（拡充）、地域の子育て支援拠点の拡充、地域に密着した一時預か  

りの推進  

○ 新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実  3，569億円  
・待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大、第3子目以降の保育料の無料化、  

家庭的保育事業の拡充などの多様な保育サービスの提供   

○ 総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着実な推進  

・「放課後子どもプラン」の着実な推進  

・放課後児童クラブに対するソフト面及びハード面での支援   

○ 児童手当国庫負担金  

2．児孟瘡＃への」献釘な∠雅．窟弄   

○ 虐待を受けた子ども等への支援の強化  

235億円  

2，523億円   

タ2β郎  
877億円  

・子どもを守る地域ネットワークや児童相談所の機能強化、社会的養護体制の拡充  

β．j厨子泉批点者   
○ 母子家庭等の総合的な自立支援の推進  

・自立のための就業支援や養育費確保策等の推進   

○ 自立を促進するための経済的支援  

ヰ．】野手療脚の顔   

○ 不妊治療への支援等  

・不妊治療に要する費用の一部助成等の支援  

・妊産婦ケアセンター（仮称）への支援（新規）   

○ 小児の慢性疾患等への支援  
・小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及等  

7．7〃β那  

78億円   

1，665億円  

79∂慮月  

46億円  

144億円  

に ぎ．理事原る桝屋「の邸                 7別酌甲  
・安心して出産できるようにするため、出産育児一時金の充実等により、妊産婦の経済的負担  

を軽減する。  

β．仕事と煮彦の最古の支疲  7（フβ断  

・育児・介護休業制度の拡充や事業所内保育施設に対する支援の充実と地域開放等  

7．．如 月  

・女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進やパートタイム労働法に基づく正社員  

との均衡待遇の確保と正社員転換の推進  
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総務課関係  
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1．少子化対策の推進について  

（1）社会保障審議会少子化対策特別部会の検討の状況について  

別紙参照。  

なお、持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プ   

ログラム」については関連資料1（45貞）を参照。  

（2）次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画の改定について  

市町村や都道府県の行動計画改定に当たっての考え方については、行   

動計画策定指針の改正案によりお示ししているので、策定準備について   

よろしくお願いしたい。3月中には告示の予定である。（別冊（総務課   

少子化対策企画室）資料2）  

今回、改正案において新たに規定している参酌標準は、女性の就業率   

上昇に伴う保育サービス等の潜在需要を把握しつつ、中長期的に達成さ   

れるべきサービス整備水準を勘案した上で、後期計画の目標事業量を適   

切に見込むために提示するものである。さらに別紙に留意事項をまとめ   

ているので、参考にしていただきたい。（別冊（総務課少子化対策企画   

室）資料3）なお、具体的な目標事業量の算出方法等については、追っ   

て通知等でお示しするので、潜在ニーズ量を明らかにしたうえで、地域   

のサービス供給体制を踏まえ、後期計画期間（平成26年度まで）の整   

備水準を設定されたい。  

また、計画の進捗状況を点検・評価することで施策の改善につなげ、   

PDCAサイクルの実効性を高めることが求められることから、個別事   

業における定量的な目標設定に加え、施策レベル（「地域における子育   

て支援＿j、「職業生活と家庭生活の両立の推進」等）や計画レベルにお   

ける利用者の視点に立った評価指標（アウトカム）の設定について工夫   

をお願いしたい。（具体的内容は、昨年8月全国児童福祉主管課長会議   

資料及び追ってお示しする通知等参照）  

さらに、計画策定に当たっては、住民の意見を反映させるほか、事業   

主、労働者など関係者の意見を幅広く聴取し、多様な主体の参画と協働   

により進められることが重要となる。  

なお、今後の施策検討の参考としたいので、ニーズ調査結果において   

参考となるデータや検討されている独自施策等があれば、積極的に国へ   

の情報提供をお願いしたい。  

ー17－   



（3）次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）について  

平成21年度の新規事業として次の2事業を実施することとしてい   
る。従来より実施している事業も含め、21年度の事業内容等について   
は（別冊（総務課少子化対策企画室）資料4～5）のとおり予定している。  

① 次世代育成支援人材養成事業  

親の子育てを支援するコーディネーターや、地域子育て支援拠点事  
業や一時預かり事業などの子育て支援事業に参画する者を養成した場  

合にポイントの配分を行うこととしている。 （（関連資料2）52貞）   

② 病児・緊急対応強化モデル事業（ファミリー・サポート・センター  

事業の機能強化）  

ファミリー・サポート・センターにおいて病児・病後児の預かり等  

を行った場合にポイントの配分を行うこととしている。（職業家庭両  
立課資料174頁～176頁参照）  

上記の新規事業創設に伴い、「地域における仕事と生活の調和推進事   
業」については、ポイントを設定した事業としては終了することとした   
（平成21年度からは児童人口配分において実施可能）。  
また、平成20年度に創設した「子どもを守る地域ネットワーク機能   
強化事業」は、平成22年度までの事業であるのでご承知願いたい。  

各都道府県におかれては、管内市町村に対する周知や実施を促してい   
ただくとともに、市町村におかれては積極的な取組をお願いしたい。   

（4）一時預かり事業の拡充について  

一時預かり事業については、ニーズの増加に対応するためその拡充を   
図る必要があることから、補助対象を、①従来の保育所での実施に加え、  
②実施主体をNPO法人等多様な運営主体に拡大し、地域子育て支援拠  
点や駅周辺等の利便性の高い場所などにおける一時預かりの実施もその  
対象とすることとしている。   

平成21年度から、児童福祉法に規定された一時預かり事業を国庫補  
助の対象とし、上記②については「一時預かり事業（地域密着型）」の  
類型として補助することとしているが、法令に定める人員配置基準等を  
満たせない場合であっても、要綱に定める基準を満たす場合は「一時預  
かり事業に類するもの」として補助対象とすることとしている。（保育  
課関連資料6（333頁）、別冊（交付要綱、実施要綱等）資料29）   

各都道府県におかれては、管区市町村に対する周知や実施を促してい  

ただくとともに、市町村におかれては積極的な取組をお願いしたい。  
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（5）地域における子育て支援拠点の拡充について  

地域の子育て支援拠点については、「子ども・子育て応援プラン」に   

おいて、目指すべき社会の姿として、すべての子育て家庭が歩いていけ   

る場所への整備が掲げられており、平成21年度では、そ．の拡充に向け   

て7，100か所の設置に必要な経費として、約102億円を計上して   

いる。（関連資料3～5（53頁～57頁））   

また、機能の拡充を図るため、ひろば型のうち、一一時預かりや放課後  

児童クラブなど多様な子育て支援活動を一体的に実施し、こうした活動  

を通じて、ひろばを中心に関係機関とのネットワーク化が図られ、子育  

て家庭に、よりきめ細かな支援を行うものについて、新たな補助単価（機  

能拡充型）を設定している。 （別冊（交付要綱、実施要綱等）資料21  

「児童環境づくり基盤整備事業費補助金実施要綱新旧対照表（案）」参照）   

この機能拡充にかかる要件としては、市町村からの委託等により地域  

子育て支援拠点事業を実施している社会福祉法人、特定非営利活動法人  

又は民間事業者等が、次の（∋か ら④のいずれかの事業を実施しているこ  

ととする。  

① ひろばの開設場所（近接施設を含む。）を活用した、一時預かり事   

業（地域密着型及び地域密着Ⅱ型）又はこれに準じた事業  

② ひろばの開設場所（近接施設を含む。）を活用した、放課後児童健   

全育成事業又はこれに準じた事業  

③ 乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業  

④ その他、市町村独自に補助又は委託を行っている子育て支援事業の   

うち、．市町村がひろば型の活動の充実に資すると認めた事業   

この他、出張ひろばについて、現行では「ひろば型を開設している実  

施主体から委託を受けた社会福祉法人等」が開設するとしているところ  

であるが、今後は、社会福祉法人等のほか、「地域の実情やニーズによ  

り常設のひろばを開設することが困難な事情がある場合」には「ひろば  

型を開設している市町村」が出張ひろばを開設することができるよう対  

象拡大したところである。   

また、「開設年度の翌年度に、ひろば型に移行する」こととしている  

要件を見直し、「利用実態など地域の実情を踏まえ、ひろば型への移行  

を進める」こととする。   
これにより、常設のひろば開設が難しい地域においても、出張ひろば  

を活用して、子育て親子の交流促進や育児相談等の取組の充実を図られ  

たい。  
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なお、従来の地域子育て支援センター（小規模型指定施設）について  

は、平成21年度までの経過措置となっていることから、ひろば型やセ  

ンター型への円滑な移行に向け、市町村等の取組を積極的に働きかけて  
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O「地域子育て支援拠点事業実施のご案内」について  

事業実施に当たって参考となるよう、ひろば型、センター型、児童   

館型のそれぞれの取組事例や利用者の声などをまとめたパンフレット   

を作成し、本年1月に各都道府県・市町村に配布している。厚生労働   

省ホームページにも掲載しており、あわせて御活用願いたい。  

（http：／／www．mhlw．go．jp／bunya／kodomo／kosodate．html）  
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2．児童虐待防止対策について  

（1）子どもの安全確認・安全確保の徹底について   

（》 子どもの安全を最優先とした対応の徹底  

児童虐待への対応は複雑化しているが、今一度基本に立ち返り、立  

入調査や一時保護の実施、目視による子どもの安全確認、虐待者本人  

との面接を含めた適切な調査・診断・判定の実施、関係機関等との情  

報共有など、日常の基本的な業務が適切に行われているかについて、  

定期的に業務の点検を行うことをお願いする。併せて、児童虐待の防  

止等に関する法律（以下「児童虐待防止法」という。）により、児童  

相談所等の安全確認措置の義務化、保護者への出頭要求や裁判官の許  

可状を得て解錠等を可能とする立入制度、都道府県知事による保護者  

に対する指導に従わない場合の措置の明確化等が導入された趣旨も踏  

まえ、保護者との関係等から介入に躊跨するあまり、救えたはずの子  

どもの命を救えなかったという事態が決して生じないよう、これらの  

制度の活用を図り、必要な立入調査や一時保護を適切な時期に実施す  

るなど、子どもの安全を最優先とした対応を行うことを重ねてお願い  

する。  

また、地方公共団体において、 出頭要求から臨検・捜索までの一連  

の安全確認プロセスの中で具体的な手続き等に疑義等が生じた場合に  

は、随時ご相談願いたい。  

なお、こうした制度の運用も含め、「子ども虐待対応の手引き」の  

改訂作業を行っているところであり、おって、通知することとしてい  

る。  
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② 施設入所中の児童の強制引取り等への対応について  

施設入所をしている児童の強制引取り等が危惧される際の対応につ   

いて、特別なケースであると考えられるが、ある自治体において、児   

童養護施設に児童福祉法第28条により入所措置されていた児童が親権   

者等により誘拐されて国外に連れ去られ、親権者等の共犯者が未成年   

者略取容疑により逮捕される事件が発生した。  

今後、模倣等による類似の事件が発生することも危倶されるので、   

保護者によるつきまといや強制引取りが想定されるなど、子どもの安   

全に支障が生じる場合には、児童虐待防止法第12条第3項の規定によ   

り子どもの住所又は居所を明らかにしないことを徹底されたい。  

また、公判記録から親権者等が子どもの現住所等を知りうる可能性   

もあるため、それらの情報の非開示を求める上申を裁判所に行うとと   

もに、状況によっては、躊跨せず、同法第12条の4の規定による接近   

禁止命令を発出することも検討されたい。  

なお、このような事態が想定される場合には、あらかじめ警察等と   

緊密な連携を図り、緊急時の対応を協議しておくなど関係機関等の連   

携を十分に図るようお願いする。  

② 死亡事例等の検証等について  

平成16年10月に社会保障審議会児童部会の下に「児童虐待等要保護   

事例の検証に関する専門委員会」が設置され、継続的・定期的に全国   

の児童虐待による死亡事例等を分析・検証し、全国の児童虐待への対   

応に携わる関係者が認識すべき共通の課題を明らかにするとともに、   

対応策の提言を行うことを目的に、これまで4次にわたる報告がとり   

まとめられている。また、平成19年の児童虐待防止法の改正により、   

「国及び地方公共団体は児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重   

大な被害を受けた事例の分析を行う」責務が規定され、20年4月から   

施行されている。痛ましい虐待による死亡事例が続いている中、「子   

どもの生命、成長発達を守ることは、国や地方公共団体のみならず、   

国民全体の責務であり、亡くなった子どもに報いるためにも過去の死   

亡事例からの教訓を十分にい かす必要があることや、これまでの提言   

が十分に活用されていない現状がある」ことを踏まえ、20年6月17日   

には、「第1次報告から第4次報告までの子どもの虐待による死亡事   

例等の検証結果総括報告」がとりまとめられた。  

虐待による痛ましい深刻な被害や死亡事例が生じることはあっては   

ならないものであり、当該報告が今後の施策に活かされるよう再度の   

周知についてお取り計らい願いたい。  
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児童虐待防止法には、児童虐待を受けた子どもがその心身に著しく  

重大な被害を受けた事例についての地方公共団体の分析（検証）の責  

務が規定されており、死亡事例等が発生した都道府県等におかれては、  

できる限り速やかに当該事例の検証を実施し業務の改善に努めていた  

だくとともに、当省に検証結果の報告をお願いする。   

なお、平成21年度予算案において、外部有識者等をメンバー とし、  

児童相談所の業務管理等に関して定期的な評価、検証及び助言を行う  

ための「評価・検証委員会設置促進事業」（児童虐待防止対策支援事  

業）を創設したところであるので、業務の再点検等にあたって活用願  

いたい。  
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（2）児童相談所の体制強化について   

① 児童福祉司等の配置について  

虐待相談対応件数の増加や子どもの安全確認・安全確保の強化等を  

踏まえ、こうした業務を中心的に担う児童福祉司等のより一層の体制  

強化を図ることが課題となっている。  

これらの職員の経費については、地方交付税により措置されている  

が、総人件費削減や地方公務員削減計画などにより増員措置が厳しい  

中、児童福祉司については、ここ数年、その業務の重要性等から増員  

が図られてきており、平成20年度においては、標準団体（人口170万  

人）当たり29人配置できるだけの経費が計上されているところである。  

なお、20年度においては、児童福祉司の増員は図られたものの、各  

地域における児童相談所職員数等の実態を踏まえ、児童相談所のその  

他の職員について1名減員されたため、児童相談所職員の総数として  

は、対前年度と同数となっている。  

厚生労働省では、各地方公共団体・関係団体の強い要望を受けて、  

21年度においても、引き続き、総務省に対して児童福祉司の増員要望  

を行っているが、20年度における措置状況からも、職員配置の実態が  

大きく影響を与えることも想定されるため、各地方公共団体におかれ  

ても、児童福祉司をはじめとする児童相談所職員の確保に積極的に取  

り組んでいただきたい。  

特に、児童福祉司については、20年度では、人口5．9万人に1人を  

配置できるものとなっているが、地域によっては、この水準を下回っ  

ているところも見受けられるため、積極的な配置をお願いする。（関  

連資料6（58頁））  

また、児童福祉司には保護者指導などの場面において、高い社会福  

祉援助技術が求められていることから、適切な人材の確保をはじめ、  
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各地方公共団体において現任職員に対する研修を積極的に実施又は団  

体等で実施される各種研修（関連資料13（106貞））を活用するな  

どにより、専門性の確保と向上に努められたい。  

② 保護者指導の強化等について  

児童虐待等により児童福祉施設への入所等の措置がとられている児   

童にとっても、その保護者からの虐待のおそれがなくなり、再び一緒   

に生活することができることは、子どもの福祉にとって望ましいため、   

昨年12月に公布された「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成   

20年法律第85号。以下「改正児童福祉法」という。）により、本年4   

月から児童福祉司等が行う子ども又はその保護者に対する指導につい   

て、委託先を社会福祉法人、NPO法人等に拡大し、家族再統合への   

取組の充実を図ることとした。  

このような保護者への指導については、NPO法人等において開発  

・実践される専門プログラムが有効なケースもあると言われており、   

これらの機関の専門機能を活用することにより子どもの福祉の向上を   

図るひとつの手立てとしたいと考えている。  

なお、平成21年度予算案において、児童相談所の保護者指導の強化   

のため、児童福祉施設への入所が長期化している子どもの保護者など   

に対し、児童福祉司と連携して子どもの養育方法等についてきめ細か   

な指導を行う保護者指導支援員の配置に必要な経費を計上（「保護者   

指導支援事業」（児童虐待防止対策支援事業））したところである。   

本事業では、保護者指導支援員を児童相談所に配置する又は事業を法   
人等に委託することも可能としているので、地域の実情に応じてご活   

用願いたい。  

また、こうした事業と併せて、従来より児童福祉施設に配置されて   
いる家庭支援専門相談員や地域の関係機関の実施する保護者指導の取   

組とも連携し、多方面からの支援を行うなど、保護者指導の強化に努   
められたい。   

③ 【・時保護所の体制の充実について  

一一時保護所については、虐待相談件数の増加とともに保護人員、保   
護目数ともに増加傾向にあることから、一時保護中の子どもへの対応   
の充実が必要である。  

ア 平成21年度予算案について  

21年度予算案においては、以下のとおり各種充実策を講じている  
ので、改善等の趣旨を十分にご理解いただき、常勤の心理職員の配  

置等に積極的に努められたい。  

・－23－   



（ア）一時保護所に配置する心理職員の常勤化  

一時保護所のアセスメント機能や心理的ケアの充実のため、一   

時保護児童処遇促進事業の心理職員加算分保護単価を非常勤単価   

から常勤単価へと改善する。   

○ 一時保護児童処遇促進事業（措置費）  

心理職員加算分の保護単価 1施設当たり年額  

1，629，270円 一→ 5，415，320円  

（イ）乳児等の一時保護受託加算の創設  

児童相談所以外の施設等において乳児等（3歳末満児）の一時   

保護を受託する際に、乳児等のケア担当職員を配置し、支援体制   

を充実する。   

○ 乳児等受入加算費（措置費）  

乳児等1人当たり日額 2，190円  

（ウ）一時保護機能強化事業（児童虐待防止対策支援事業）の補助基   

準額の改善  

学習環境の充実のための教員OBの配置や、虐待を受けた子ど   

もと非行少年等を一つの空間で生活指導する混合援助等からくる   

トラブルの軽減・即時対応のための警察官OBの配置、外国人対   

応のための通訳の配置など、一時保護所に入所している児童の状   

況に応じた協力員の確保を図るため、補助単価を改善する。   

○ 児童相談所1か所当たり年額  

2，258，000円 →1，640，000円×実施事業数（※）   

（※）実施事業数とは、①学習指導協力員、②障害等援助協力員、③トラブ  

ル対応協力員、④その他のうち実際に確保した協力員の種別数をいう。  
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イ ー時保護施設等緊急整備計画の策定について  

今年度においても、定員不足を生じている一時保護所を有する自   

治体については、「一時保護施設等緊急整備計画」の策定を求める   

こととしているのでご協力をお願いしたい。（関連資料7（59頁））  

なお、本計画では、遅くとも21年度までに定員不足状態の解消を   

お願いしているところであり、来年度が最終年度となることから、   

緊急整備計画策定対象の地方公共団体におかれては、本年3月末ま   

でに策定した計画を提出するとともに、計画策定により行うハード   

交付金の優先採択等を活用し、早急に解消に向けた取組をお願いす   

る。  

また、来年度より、緊急整備計画策定対象（定員を超えて一一時保   

護を行った日数が1日以上の一時保護施設を有する）となる地方公  
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共団体については、  

一時保護施設整備（ハード交付金）  

・ 児童虐待防止対策支援事業のうち「一時保護機能強化事業」  

及び「24時間・365日体制強化事業」  

について、緊急整備計画の策定を補助要件とするのでご留意願い  

たい。   

なお、22年度以降については、各地方公共団体において、後期行  

動計画に基づき社会的養護体制等に必要な整備を図っていただくこ  

ととなるが、一時保護所につい七も同様に計画策定の対象となるた  

め、おってお示しする「一時保護所の整備量の見込みに当たって  

の留意点」を参考とし、適切な整備量の確保に努められたい。  

（3）市町村の体制強化について   

① 地域協議会の機能強化等について  

平成19年度に全国の市町村が対応した児童虐待に関する相談対応件  

数は5万件を超えて、児童相談所における相談対応件数と同様に増加  

している。 一方、相談体制をみると市町村間の格差が大きく、専門職  

員の確保など、その体制強化等が課題となっている。  

児童虐待による死亡事例をみると、市町村等が関与していたにもか  

からず、適切なリスク判断や児童相談所との連携ができずに児童が死  

亡に至った事例も存在する。こうした状況からも、市町村の児童家庭  

相談体制を強化するため、各地域の児童虐待防止対策の要となる地域  

協議会の機能弓虫化を図ることが重要である。  

20年4月現在、地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）の設  
置率は、94．1％と増加したところであるが、未設置の市町村について  

も、21年度中に地域協議会を設置（虐待防止ネットワークからの移行  

を含む。）していただきたいので、都道府県におかれても、管内市町  

村への積極的な働きかけをお願いしたい。（関連資料8（64頁））  

また、改正児童福祉法により、本年4月から、地域協議会の支援対  
象として、要支援児童及びその保護者並びに支援を特に必要とする妊  

婦が加えられるとともに、その調整機関に一定の専門性を有する職員  

（※）を配置する努力義務を課すこととされたところである。  

そのため、21年度予算案においても引き続き、地域協議会に一定の  

専門性を有する職員を配置していくことなどを条件に、調整機関職員  

等の研修などの専門性強化を図るための取組や乳児家庭全戸訪問事業  

等との連携を図る取組を支援する「子どもを守る地域ネットワーク機  

能強化事業」（次世代育成支援対策交付金）を措置しているので、こ  
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れらも活用しながら地域協議会の機能強化に努めていただきたい。  

（※）具体的には、児童福祉法施行規則において、児童福祉司たる資格を有す   

る者又はこれに準ずる者として、保健師、助産師、看護師、保育士、教育   

職員免許法に規定する普通免許状を有する者、児童福祉施設最低基準第21   

条第3項に規定する児童指導員を定める予定。  
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② 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業について  

改正児童福祉法により、これらの事業は、本年4月から、「乳児家   

庭全戸訪問事業」、「養育支援訪問事業」として法律に位置付けられ   

るとともに、事業の実施について市町村に努力義務を課すこととされ   

たところである。これらは、乳児家庭全戸訪問事業等により、要支援   

家庭が早期に把握され、継続支援としての養育支援訪問事業等につな   

ぎ、家庭の養育力の向上を図り、ひいては児童虐待等を予防すること   

につながる重要な事業と考えているので、各都道府県におかれても管   

内の全ての市町村で両事業が効果的に実施されるよう、情報提供や研   

修等の実施に努められたい。  

今般、有識者の意見も聞きながら、市町村向けのガイドラインを策   

定することとしている。（関連資料9～11（93頁～104東））  

なお、両事業は社会福祉法の第2種社会福祉事業に位置付けられる   

ことから、事業の届出及び指導監督等についても留意していただきた   

い。  
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く4）児童家庭相談に携わる職員の研修について  

児童家庭相談に携わる職員を対象とした研修については、今日の現場   

状況にあった効果的な研修内容となるよう、国が軍施する研修と都道府   

県が実施すべき研修の関係を整理するとともに研修の体系化を図り、   

平成20年度から、国としては、①児童相談所内の指導的立場にある者を   

対象とした研修、②都道府県が市町村の調整機関職員等を対象に実施す   

る「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」等の研修指導者   

の養成研修、③児童虐待対応における更なる専門性向上のための特別な   

研修等を実施しているところである。  

さらに、改正児童福祉法により、本年4月から、児童相談に係る市町   

村職員の研修が都道府県の業務とされるため、今後は、各都道府県にお   

ける児童家庭相談に携わる職員の研修体制がなお一層充実されるよう、   

市町村職員も対象に加えた「児童福祉司任用資格取得のための研修（講   

習会）」（児童虐待・DV対策等総合支援事業（統合補助金））を実施す  
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るなど、、市町村の専門性向上について配意を願いたい。   

あわせて国の実施する研修について、管内市町村にも周知を図った上  

で、積極的な受講派遣をお願いする。〕（関連資料12～14（105頁～107頁））  

（5）児童虐待防止に向けた啓発活動について  

平成21年度においても、関係機関、団体等と連携しながら、「児童虐   

待防止推進月間」を実施し、月間標語の公募、広報啓発ポスター・チラ   

シの作成・配布、政府広報を活用した各種媒体（テレビ、新聞等）によ   

る啓発等を行うほか、全国フォーラムを11月14日（土）～15日（目）に   

新潟県妙高市において開催する予定である。  

また、地方自治体が実施する、児童虐待防止推進月間、オレンジリボ   

ン・キャンペーンの取組については、「児童環境づくり基盤整備事業」   

（児童育成事業推進等対策事業）の優先採択としており、現在、21年度   

の協議を受け付けているので、積極的に協議を行われたい。  

3．児童福祉施設等の整備及び運営等について  

（1）児童福祉施設等の整備について   

① 整備量の確保について  

児童福祉施設等に係る施設整備事業については、平成20年度第1  

次補正予算80億円、第2次補正予算1，000億円（文部科学省分  

を含む）、平成21年度予算案50億円を確保し、地域の実情に応じ  

た施設整備が十分に可能となる整備量を確保しているところである。  

② 平成20年度第2次補正予算について  

平成20年度第2次補正予算においては、都道府県に基金を造成し、   

「新待機児童ゼロ作戦」による保育所の整備等、認定こども園等の新   

たな保育需要への対応及び保育の質の向上のための研修などを実施   

し、子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行う費用   

を計上しているところである。  

③ 平成21年度予算案について  

平成21年度予算案においては、次世代育成支援対策施設整備交付   

金として、児童養護施設等の小規模化や児童相談所一時保護施設の環   

境改善等を図る整備などを推進するため、50億円計上したところで   

ある。また、次世代育成支援対策施設整備交付金の交付基準額につい  
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て、資材費及び労務費の動向を踏まえ、2．0％引き上げるとともに、  

平成21年度より、対象施設として、ファミリーホーム・自立援助ホ  

ーム・妊産婦ケアセンター（仮称）・小規模分園型母子生活支援施設  

を加え、心理療法室・親子生活訓練室整備加算等の対象となる施設を  

拡大することとしたところである（別冊（交付要綱、実施要綱等）資  
料1）。   

なお、平成20年度第2次補正予算に計上している安心こども基金  

（仮称）において、平成22年度までに集中的に、民間保育所及び子  

育て支援のための拠点施設の整備を実施することとしたことから、次  

世代育成支援対策施設整備交付金の平成21年度予算案においては、  

この民間保育所及び子育て支援のための拠点施設の施設整備は対象外  

としたところである。  
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④ 独立行政法人福祉医療機構融資の取扱いについて  

平成21年度より、独立行政法人福祉医療機構から、福祉貸付を受   

ける場合の融資条件について、「新待機児童ゼロ作戦」等の取組を進   

めるため、以下のとおり拡充することとされているので、関係施設等   

への周知をお願いしたい。  

ア 保育所整備に係る融資率 80％→90％（平成22年度まで）  

イ 放課後児童クラブ整備に係る融資率 75％→90％  

（平成22年度まで）  

ウ 自立援助ホーム整備に係る融資率 75％→80％  

⑤ 社会福祉施設整備業務の再点検について  

不祥事案の防止の観点から、国庫補助金や交付金協議の対象施設の   

選定手続の見直し、社会福祉法人の認可や運営に関する業務の適正化   

等を図るため、平成13年7月23日付で「社会福祉法人の認可等の適正   

化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底につ   

いて」を発出しているところである。  

各都道府県市におかれては、本通知を踏まえ、施設整備業務の再点   

検を行うとともに、社会福祉法人等に対し指導の徹底を図られたい。  

《参考》  

・「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月1日障第890号、社   

援第2618号、老発第794号、児発第908号）  

・「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉   

施設に対する指導監督の徹底について」（平成13年7月23日雇児発第   

488号、社援発第1275号、老発第274号）など  
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⑥ 木材利用の推進について  

児童福祉施設等における木材利用の推進にあたっては、「社会福祉   

施設等における木材利用の推進について」（平成9年3月6目付大臣官   

房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭   

局長連名通知）により、木材利用の積極的な活用についてお願いして   

きたところであるが、木材を利用した施設の居住環境がもたらす心理   

的・情緒的な効果は極めて効果的であることから、施設構造としては   

もちろんのこと、内装や家具などの備品についても積極的な活用が図   

られるよう、管内市町村及び社会福祉法人等に対し周知をお願いした   

い。  

なお、保育所の木材の活用に関しては、「保育所木材利用状況調査   

研究事業報告書（木のぬくもりを保育所に）」及び「大型遊具編」が   

作成されており、保育所で木材利用を計画する際の参考資料とされる   

よう周知をお願いしたい。（参考：「木のぬくもりを保育所に」（http  

：／／www．zenhokyo．gr．jp／nukumori／nukumori．htm））  

⑦ 地球温暖化対策に配慮した施設整備について  

地球規模の温暖化対策（とりわけ低炭素社会づくり）は重要な課題   

であり、児童福祉施設等においても積極的に取り組んでいくことが必   

要である。  

このため、児童福祉施設等の施設整備にあたっては、太陽光発電設   

備や照明設備の省エネ機器の導入等地球温暖化対策に資する種々の対   

策について積極的に取り組むよう、管内市町村及び社会福祉法人等に   

対し周知をお願いしたい。  

⑧ 財産処分の承認基準の見直し  

国庫補助を受けて整備された児童福祉施設等に係る財産処分につい   

ては、．平成20年4月17目付雇児発第0417001号「厚生労働省所管一般会   

計補助金等に係る財産処分について」を発出したところである。これ   

により、財産処分承認基準の明確化や手続きの簡素化（包括承認制度   

の導入）を図ったところであり、これらの取り扱いについて、管内市   

町村及び社会福祉法人等へ周知をお願いしたい。   

（参考）厚生労働省ホームページ（財産処分承認基準関係）  

http：／／www．mhlw．go．jp／topics／2008／04／tpO421－1．html  
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（2）児童福祉施設等の運営について   

① 児童福祉施設の運営等について  

ア 社会福祉施設は、利用者本位のサービスを提供するため、苦情解  

決の仕組みを整備し、第三者評価事業を積極的に活用するなど、自  

ら提供するサービスの質、職員育成及び経営の効率化など継続的な  

改善に努めるとともに、地域福祉サービスの拠点としてその公共性、  

公益性を発揮することが求められている。  

このため、本来事業の適正な実施に加え、施設機能の地域への開  

放及び災害時の要援護者への支援などの公益的取組が推進されるよ  

う、適切な指導をお願いしたい。  

また、積極的に利用者・家族等とのコミュニケーションを図るこ  

とや、苦情解決への取り組みを実施することによって、多くの事故  

を未然に回避し、万が一事故が起きてしまった場合でも適切な対応  

が可能となるよう危機管理（リスクマネジメント）の取り組みを推  

進することが重要であり、引き続き指導の徹底をお願いしたい。  

イ 児童福祉施設等の運営費の運用については、従来から適正な指導   

をお願いしているところであるが、運営費の不正使用などの不祥事   

により社会福祉施設に対する国民の信頼を損なうことのないよう、   

指導監査の結果を踏まえた運営の指導にあたる等、施設所管課と指   

導監査担当課等との連携を十分に図り、適正な施設運営について引   

き続き指導をお願いしたい。  

② 児童の安全確保について   

ア 児童福祉施設等における児童の安全確保については、従来より種  

々ご尽力頂いているところであるが、各都道府県等におかれては、   

事件・事故の発生の予防や発生した場合の迅速、的確な対応が図ら  

れるよう、引き続き市町村及び児童福祉施設等に対する指導をお願  

いしたい。  

また、児童福祉施設等においては、日頃からの職員の協力連携体  

制は勿論のこと、保護者を含む地域との協力体制を確立することが  

重要であり、地域全体の協力による児童福祉施設等の安全確保に努  

められたい。  

《参考》  

・「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」（平成13年6   

月15日雇児総発第402号）  

・「児童福祉施設等における児童の安全確保・安全管理の一層の徹底  
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について（依頼）」（平成15年12月24日雇児総発第1224001号）  

「地域における児童の安全確保について」（平成18年1月12日職高高  

発第0112001号、雇児総発第0112001号、老振発第0112001号）  

「児童福祉施設等における事故の防止について」（平成18年8月3日  

雇児総発第0803002号）  

イ 児童福祉施設等に設置している遊具については、日常の点検と不   

備があった場合の適切かつ速やかな対応が重要であることから、「児   

童福祉施設等に設置している遊具の安全確保について」（平成20年   

8月29日雇児総発第0829002号、障障発第0829001号厚生労働省雇用   

均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉   

課長連名通知）を発出したところである。この通知の別添「「都市   

公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂版）」について」（国   

土交通省都市・地域整備局公園緑地・景観課長通知）は、子どもの   

遊びや遊具の安全性・事故等に関する基本的な内容を示したもので   

あることから、この指針を参考に、児童福祉施設等における遊具の   

事故防止対策に活用していただくようお願いしたい。  

③ 感染症の予防対策等について   

ア 社会福祉施設等は高齢者や乳幼児等体力の弱い者が集団生活して  

いることを十分認識の上、ノロウイルスやインフルエンザ、レジオ  

ネラ症等の感染症に対する適切な予防対策を講じることが極めて重  

要であることから、以下の通知を参考に衛生主管部局、指導監査担  

当課及び市町村とも連携しつつ、管内社会福祉施設等に対し適切な  

予防対策を図るよう指導の徹底をお願いしたい。  

《参考）  

・「社会福祉施設、介護保険施設等におけるノロウイルスによる感染   

性胃腸炎の発生・まん延防止策の一層の徹底について」（平成19年   

12月26日雇児総発第1226001号、社援基発第1226001号、障企発第12   

2（iOOl号、老計発第1226001号）  

・「ノロウイルスに関するQ＆Aについて」（平成18年12月8日雇児総   

発第1208001号、社援基発第1208001号、障企発第11208001号、老計   

発第1208001号）  

・「社会福祉施設等における感染症発生時に係る報告について」（平   

成17年2月22日健発第0222002号、薬食発第0222001号、雇児発第022   

2001号、社援発第0222002号、老発第0222001号）  

・「社会福祉施設等における今冬のインフルエンザ総合対策の推進に  
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ついて」（平成20年12月2日雇児総発第1202001号、社援基発第12020  

01号、障企発第1202002号、老計発第1202001号）  

「社会福祉施設等におけるレジオネラ症防止対策の徹底について」  

（平成15年7月25日社援基発第0725001号）別添「レジオネラ症を予  

防するために必要な措置に関する技術上の指針」  

「社会福祉施設等における衛生管理について」（平成20年7月7日雇  

児総発第0707001号、社援基発第0707001号、障企発第0707001号、  

老計発第0707001号）別添「大量調理施設衛生管理マニュアル」   
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また、社会福祉施設等に対し、ウイルス肝炎等の感染症患者・感  
染者に対する利用制限、偏見や差別を防ぐ観点から、衛生主管部局  

と連携し正しい知識の普及啓発を行い、利用者等の人権に配慮した  

対応が図られるよう指導をお願いしたい。  
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《参考》  

・「当面のウイルス肝炎対策に係る体制の充実・整備等について」   

（平成13年4月24日健総発第25号、健疾発第33号、健感発第24号）、   
C型肝炎について（一般的なQ＆A）（平成18年3月）  
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イ 近年、東南アジアを中心に高病原性鳥インフルエンザが流行して   

おり、このウイルスがヒトに感染し、死亡例も報告されている。ま   

た、高病原性鳥インフルエンザの発生がヨーロッパでも確認される   

など、依然として流行が拡大・継続しており、ヒトからヒトへ感染   

する新型インフルエンザの発生危険性が高まっている。このため、   

国民への正確な情報提供、予防や治療など、その流行状況に応じた   

対策を総合的に推進するため、厚生労働大臣を本部長とする新型イ   

ンフルエンザ対策推進本部を設置し、併せて新型インフルエンザ対   

策行動計画を策定したところである。   

社会福祉施設等における新型インフルエンザ対策については、予   

防対策（手洗い、うがい等）の徹底と併せ、平成1て年11月30目付発   

出の「社会福祉施設等における新型インフルエンザ対策等について」   

を踏まえて対応を図るよう、各都道府県市においては引き続き指導   

をお願いするとともに管内市町村と十分に連携を図りつつ、新型イ   

ンフルエンザに対する対策を強力に推進していただくようお願いし   

たい。  
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（参考）  

「医療体制に関するガイドライン」～抜粋～   

6 社会福祉施設等について   

○ 社会福祉施設等においては、比較的感染しやすい利用者が多いため、  

施設外からの新型インフルエンザウイルスの侵入防止や、施設内での  

感染拡大を予防する対応の徹底が重要である。  

○ 社会福祉施設等は、施設外からの新型インフルエンザウイルスの侵   

入防止のため、新型インフルエンザの症状を有する者の短期入所、適   

所施設等の利用を制限するとともに、新型インフルエンザの症状を有   

する従業員等に、指定された医療機関への受診勧奨や出勤停止を求め   

る。また、新型インフルエンザの症状を有する家族等への面会の制限   

を行う。  

○ 入所者の中で新型インフルエンザの症状を有する者がいた場合、速   

やかに最寄りの保健所に連絡・相談し、当該者を指定された医療機関   
に受診させる。  

○ 感染症指定医療機関等が満床の場合、入院治療を必要としない新型   

インフルエンザ患者は、施設内において医療機関と連携し治療・療養   

を行う。その際、他の入所者への感染防止のための個室移動や従業者   

等の感染防止対策、当該者への不用な面会の自粛等の感染防止対策を   

行う。  

○ 集団感染が発生した場合、速やかに最寄りの保健所に連絡・相談し、   

指定された医療機関等への受診を行う。場合によっては、医療機関と   

相談し、往診により診察することも検討する。また、各都道府県等の   
担当部局等への報告等を確実に行う。  

○ 施設内における新型インフルエンザ対策については、「高齢者介護   

施設における新型インフルエンザ対策等の手引き」等を参照する。  

○ 社会福祉施設等は都道府県・市町村の福祉部局と連携しながら、上   

記対応を行う。  

《参考》  

・新型インフルエンザ対策関連情報  

http：／／www．mhlw．go．jp／bunya／kenkou／kekkaku－kansenshouO4／index．html  
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・インフルエンザ総合対策ホームページ   

http：／／www．mhlw．go．jp／bunya／kenkou／kekkaku－kansenshouOl／index．html  

・国立感染症研究所感染症情報センター  

http：／／idsc．nih．go．jp／index－j．html  

・「高齢者介護施設における感染管理のあり方に関する研究報告書」（平   

成16年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業））   

における感染対策マニュアル   

http：／／www．mhlw．go．jp／topics／kaigo／osirase／tpO628－1／index．html  

・「赤ちやん・子どもの感染症予防ガイドブック」  

（平成16年度独立行政法人福祉医療機構［子育て支援基金］助成事業に   

より財団法人母子衛生研究会が作成）  

④ 児童福祉施設における室内空気中化学物質の調査等について  

近年、住宅等において使用される建材等から室内に揮発した化学物   

質等により人体の健康に影響を及ぼす、いわゆる「シックハウス症候   

群」が問題とされていることから、「児童福祉施設における室内空気   

中化学物質に関する調査の実施について」（平成14年11月21日雇児総   

発第1121001号）により、各都道府県市の協力をいただき、財団法人   
日本建築センターにおいて、保育所等の調査（冬期・夏期）を実施し   

たところであり、調査の結果、ごく少数であるが指針値を超えた施設   

が見受けられた。各都道府県市においては、管内施設に対し、施設利   

用者の体調をしっかりと把握し、利用者の体調管理に努めるとともに、   

換気等を十分に行うなどの対策に努めるよう指導願いたい。  

また、施設の設置計画及び建設に当たっては、十分な配慮をお願い   

したい。  

⑤ 入所児童等からの苦情への対応について  

児童福祉施設最低基準においては、その行った処遇に関する入所し   
ている児童及びそめ保護者等からの苦情に迅速かつ適正に対応するた   

めに、苦情を受け付けるための窓口の設置及び当該施設 の職員以外の   
第三者の関与等の必要な措置を講じなければならないとされており、   
今後ともその適正な実施について指導をお願いしたい。   

⑥ 児童福祉施設に係る第三者評価の推進について  

福祉サービスの第三者評価事業の更なる普及・定着を図るため、平   
成16年5月に「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」   

（雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）を   
発出し、さらに、平成17年5月に「施設種別の「福祉サービス第三者   
評価基準ガイドラインにおける各評価項目の判断基準に関するガイド  
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ライン」及び「福祉サービス内容評価基準ガイドライン」等について」  

（雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）を  
発出したところであり、都道府県においては、関係部局と連携して、  

一層の事業推進をお願いしたい。  

⑦ 被措置児童等虐待の防止について  

改正児童福祉法により、本年4月から、児童虐待防止法が対応して   

いない施設職員等による虐待に対応することをはじめとして、社会的   

養護に関する質を確保し、子どもの権利擁護を図るという観点から、   

下記のような事項が規定された。  

・被措置児童等虐待の定義   

・被措置児童等虐待に関する通告等  
・通告を受けた場合に都道府県等が講ずべき措置  

・被措置児童等の権利擁護に関して都道府県児童福祉審議会の関与   

本年1月に開催された全国児童福祉主管課長会議において、家庭福  

祉課よりガイドライン（案）を示したところであるが、子どもの福祉  

を守るという観点から、被措置児童等の権利が侵害されている場合や  

生命や健康、生活が損なわれるような事態が予測される場合等には、  

被措置児童等を保護し、適切な養育環境の確保をお願いしたい。また、  
不適切な事業運営や施設運営が行われている場合には、事業者や施設  

を監督する立場から、児童福祉法に基づき適切な対応をお願いしたい。  

さらに、被措置児童等虐待の防止について、関係機関との連携体制の  

整備や周知を図られるようお願いしたい。  

（3）社会福祉施設等の防災対策について  

① 社会福祉施設等の防災対策への取組  

社会福祉施設等は、自力避難が困難な者が多数入所する施設である  

ことから、次の事項に留意のうえ、施設の防火安全対策の強化に努め  

るよう、管内社会福祉施設等に指導をお願いするとともに、指導監査  

等にあたっては、特に重点的な指導をお願いしたい。  

ア 火災発生の未然防止  

イ 火災発生時の早期通報・連絡  

ウ 初期消化対策  

工 夜間防火管理体制  

オ 避難対策  

力 近隣住民、近隣施設、消防機関等との連携協力体制の確保  

キ 各種の補償保険制度の活用  
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とりわけ、消防法施行令の一部を改正する政令（平成19年政令第17  

9号）が平成21年4月に施行されることに伴い、乳児院等について、 ス  

プリンクラー設備については延べ面積275n了以上に、自動火災報知  

設備及び消防機関へ通報する火災報知設備については規模に関わらず  

に設置が義務づけられることとなることから（既存施設については、  

平成24年3月までの経過措置あり。）、次世代育成支援対策施設整備交  

付金を積極的に活用して、整備を進められたい。  

また、地すべり防止危険区域等土砂等による災害発生の恐れがある   

として指定されている地域等に所在している社会福祉施設等において   

は、   

ア 施設所在地の市町村、消防機関その他の防災関係機関及び施設へ  

の周知   

イ 施設の防災対策の現状把握と、情報の伝達、提供体制の確立   
ウ 入所者の外出等の状況の常時把握及び避難並びに避難後の円滑な  

援護   

工 消防機関、市町村役場、地域住民等との日常の連絡を密にし、施  

設の構造、入所者の実態を認識してもらうとともに、避難、消火、  

避難後の円滑な援護等を行うための協力体制の確保 等  

社会福祉施設等の防災対策に万全を期していただくようお願いしたい。  

襲 、  

∃  
き  

（参考》  

・「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」（昭和62年9   

月18日社施第107号）  

・「社会福祉施設における防災対策の再点検等について」（平成10年   

8月31日社施第2153号）  

・「災害弱者関連施設に係る土砂災害対策の実施について」（平成11   

年1月29日社援第212号）  

・「認知症高齢者グループホーム等における防火安全体制の徹底等に   

ついて」（平成18年1月10日雇児総発第0110001号、社援基発第0110   

001号、障企発第0110001号、老計発第0110001号）  
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② 児童福祉施設等の耐震化対策の推進   

ア 児童福祉施設等の耐震化については、「建築物の耐震改修の促進  

に関する法律」に基づき、管内社会福祉法人等に対し必要な指導等  

が行われているところであるが、平成18年に同法が一部改正され、  

都道府県市が策定する「耐震改修促進計画」により、社会福祉施設  

を含む公共建築物等については、速やかに耐震診断を実施し、その  
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結果等の公表に努めることが必要となっているところである。   

これらを踏まえ、旧建築基準法に基づき建設された施設の耐震診  

断及び耐震化を優先的に実施するとともに、新耐震基準で建築され  

た施設についても必要に応じて耐震診断を実施するなど、その安全  

性を確認するために必要な対応を行うよう、管内市町村、社会福祉  

法人等に対して指導をお願いしたい。   

昨年実施した児童福祉施設等の耐震化に関する状況調査をみる  

と、．児童福祉施設等の耐震診断実施率は36．1％、耐震化率は  

61．4％に留まっていることから、各都道府県市においては、こ  

の取組状況を踏まえ、管内の市町村に対し、情報提供を行い、児童  

福祉施設等へ入所・利用する児童等の安全確保の観点から、耐震診  

断の未実施施設については、早急に診断を実施するとともに、要改  

修と診断された施設は、耐震化のための準備を適切に行うよう、管  

内市町村、社会福祉法人等に対して指導をお願いしたい。（関連資  

料17（115貞））   

なお、これらの事業の実施にあたっては、「社会福祉施設等に関  

する耐震診断及び耐震改修の実施について（通知）」（平成18年2月  

15日社援基発第0215001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部企画  

課長、老健局計画課長連名通知）で通知しているところであるが、  

各都道府県市の建築指導担当部局と連携の上、国土交通省の「住宅  

・建築物耐震改修等事業（平成21年度については、「住宅・建築  

物安全ストック形成事業」）」の積極的な活用をお願いしたい。  

イ 社会福祉施設等の老朽化に伴う改築整備については、老朽化が著   

しく災害の発生の危険性が大きいものなど入所者の防災対策上、万   

全を期し難い社会福祉施設については、国庫補助や交付金の交付に   

当たって優先的に採択してきたところである。  

また、土砂災害等により被害のおそれがあると都道府県等におい   

て指定された地すべり防止危険か所等危険区域に所在する社会福祉   

施設についても、施設入所者、利用者の安全確保を図る観点から当   

該区域外への移転整備を促進するため、国庫補助や交付金の交付に   

当たって優先的に採択してきたところである。  

これらの取り扱いについては、その事業の重要性に鑑み、平成2  

1年度においても引き続き継続することとしているので、各都道府   

県市におかれては、これらの施設について、速やかに対応願いたい。  
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③ 被災施設の早期復旧  

社会福祉施設等災害復旧事務の取扱いについては、「社会福祉施設   

等災害復旧費国庫負担（補助）の協議について」（平成17年3月24目付雇   

用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）に基づ   

き、災害発生後速やかに報告をお願いするとともに、早期原状回復に   

努め、施設運営に支障が生じないよう指導の徹底を図られたい。  

④ 大規模災害への対応  

台風被害や地震災害などの大規模災害については、施設レベルでの   

防災対策では十分な対応が困難であることから、関係機関との十分な   

連携及び地域防災計画に基づく適切な防災訓練の実施など、民生部局   

においても積極的に参画をお願いしたい。  

なお、社会福祉施設等は地域の防災拠点として、また、災害救助法   

に基づく「福祉避難所」としての役割を有していることから、今後も   

震災時等における緊急避難的な措置として要援護者の受入を積極的に   

行っていただくようお願いしたい。  

（4）社会福祉施設等におけるアスベスト対策について   

① 吹付けアスベスト等使用実態調査について  

社会福祉施設等におけるアスベスト（石綿）対策については、従来  
より適切な対応をお願いしてきたところであるが、一般的に使用され  
ていないとされていたトレモライト等のアスベストが建築物の吹付け  

材から検出されたことが判明したことを受け、平成20年5月9目付け通  
知により「アスベスト使用実態調査」を実施し、この調査結果を平成  
20年9月に公表したところである。  

当該調査結果において、未回答、分析依頼中及び未措置状態にある  
施設が相当数存在することから、現在、「フォローアップ調査」を実  
施しているところであるが、未回答及び分析依頼中の施設等について  
は、保有状況を明らかにしたうえで、状況に応じて適切に対応するよ  
う指導するとともに、未措置状態にある施設等については、直ちにア  
スベストの除去、封じ込め、囲い込みを行うなど、法令等に基づき適  
切な措置を講じるよう引き続き指導をお願いしたい。  

② 吹付けアスベスト等の除去等について  

児童養護施設等の吹付けアスベスト等の除去等に要する費用につい  

ては、次世代育成支援対策施設整備交付金の交付対象としており、ま  
た、民間保育所等については安心こども基金（仮称）の交付対象とす  
ることとしていることから、これらの制度等を積極的に活用しながら、  
この早期処理に努めるよう指導をお願いしたい。  
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4．児童福祉行政に対する指導監督の徹底について  

（1）児童福祉施設等に対する指導監査の実施について  

児童福祉施設等に対する指導監査の実施については、児童福祉行政の   

適正かつ円滑なる実施の確保を図るため、平成12年4月25日児発第471号   

厚生省児童家庭局長通知「児童福祉行政指導監査の実施について」の別   

紙「児童福祉行政指導監査実施要綱」を参考の上、引き続き適切な指導   

監査の実施を図られるようお願いしたい。この通知については、児童入   

所施設における被措置児童等の虐待防止に向けた取組等所要の改正を予   

定しているので留意願いたい（別冊（交付要綱、実施要綱等）資料2）。  

児童福祉施設等の指導監査の実施については、児童福祉法施行令に基   

づき年1回以上の指導監査となっており、この際には、施設運営全般に   

わたる指導をお願いしたい。  

特に、児童養護施設等入所児童等の処遇については、児童等の最善の   

利益を確保するために、苦情解決のためのしくみが設けられているか、   

体罰等懲戒権が濫用されていないか、児童相談所など関係機関との連携   

を図りながら児童相談所の処遇指針に対応した児童自立支援計画が適正   

に策定されているか等、人権に配慮した適切な施設運営が行われている   

かという観点から、被措置児童等虐待防止にも配慮した指導監査を行う   

ようお願いしたい。  

また、社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告書において   

「都道府県において、第三者を加えた監査チームを編成する等により、   

ケアの質について監査できる体制を整備するとともに、国においても、   

監査マニュアルの見直し、標準化を進めるべき」とされており、国とし   

て監査体制の強化等ケアの質の向上に向けた具体的な方針を検討してい   

るので留意されたい。  

なお、児童の自立支援計画の策定・実践等を通じて進学・就労等の選   

択に際し、児童の意向等に十分配慮し、児童の自立への支援の状況等に   

ついても留意して、指導監督を行うよう配慮をお願いしたい。  

（2）措置費等の施設運営費の適正化について  

児童入所施設措置費及び保育所運営費等関係事務の適正な執行を確保   

する観点から、これらの事務を行う関係機関における負担金等の支弁及   

び徴収等経理事務に対する指導について配慮をお願いしたい。  

特に、保育所入所に係る徴収金の世帯階層区分の認定については、昨   
年も会計検査院より指摘されたところであるが、国基準の徴収金基準額   

表を各年度ごとに正しく適用されることはもとより、適正な事務が確保   

されるよう税務関係機関との連携強化を図り、保護者から必要な書類を  
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求める等課税状況の的確な把握に関しての指導をお願いしたい。  
また、保育所への入所については、市町村や保育所の提供する情報に   
基づき、保護者等が希望する保育所を選択して申し込みを行うこととさ   
れているので、適正な情報の提供に配慮した指導をお願いしたい。  

特に、市町村における入所児童の選考に当たっては、児童の家庭の状   

況、地域の実情等を十分に踏まえて、市町村が定める客観的な選考方法   

等に基づき公正に行われるよう指導をお願いしたい。  

情報提供の実施状況あるいは広域入所の取組はもとより、待機児童の   
解消についても、要保育児童数や保育ニーズの的確な把握を行い、保育   
所の実情等をも勘案し、地域の実状にあった保育行政が行われるよう、   

市町村の指導についてお願いしたい。   

（3）都道府県等が実施する指導監査の結果報告について  

各都道府県等が実施する児童福祉施設等の指導監査の結果について   

は、児童福祉施設等の適正な運営を確保するため、指導監査における指   

摘事項の傾向等を全国に情報提供し、今後の指導に活用していただくこ   

とを目的に、当局総務課調整係へ提出していただいたところである。現   

在、その報告内容等について取りまとめているところであり、取りまと   
まり次第別途通知する予定である。なお、当該監査報告書等の提出につ   

いては、今後とも格段のご協力をお願いしたい。  
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5．雇用対策事業例（子育て支援分野関係）について  

（1）雇用対策事業例について  

雇用情勢が急速に悪化しつつある中、事業を実施する地方公共団体等   

が、速やかに雇用創造支援にとりかかることができるよう、本年2月6   

日にその参考となるモデル事業として「雇用対策事業例」がとりまとめ   

られ、内閣官房・内閣府より都道府県宛にお示ししているところ。  

雇用創造支援については、各地方公共団体において地域の実情を踏ま   

え、取り組んでいただくものであるが、本事業例は、当局所管の子育て   

支援分野における一つのアイデアとして、お示ししているものであるこ   

とから、取組に際して参考としていただければ幸いである。  

いずれにせよ、地域における子育て支援に関し、関係部局とも連携し   

つつ、積極的に雇用創造支援に取り組んでいただくとともに、都道府県   

におかれては、管内市町村にも積極的に働きかけていただくようお願い   

したい。  

∵
度
目
牒
驚
ノ
ー
H
甘
も
1
 

い 
㍉
∴
昔
慄
庵
菅
璃
 
 
 

て
遍
嘗
彗
上
欄
甘
㍉
1
1
言
 

－40－  



（2）子育て支援分野における雇用対策事業例について  

近年、子育て支援サービスの需要の高まりとともに、こうした分野に   

おける雇用需要も高まっていることから、本分野を支える人材を確保す   

るとともに、雇用された人材が可能な限りキャリアアップし、将来的に   

も本分野を支えていく人材となるような取組みが必要となっている。  

そのため、子育て支援分野においては、雇用対策事業例として、以下   

のような事業を掲げている。（事業の番号は関連資料19（142頁）中   

の番号）   

・保育所において補助業務に従事することで実務経験を積み、保育士資  

格取得に向けて学ぶ機会を確保する事業  

①保育所雇用促進事業   

・地域における子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり  

等の相互援助に関する連絡調整を行う事業  

②地域における多様な子育て支援促進事業   

・多様な手法によるきめ細やかな子育て支援の拡充を図る事業  

③地域子育て支援雇用促進事業  

④なじみの場所での預かり事業  

⑤出産・子育て応援ヘルパー事業   

・多様な子育て支援を担う人材養成に資する事業  

⑥多様な子育て支援人材の養成研修事業  

■経済的に困難にあったり、育児等を理由として退職し再就職を希望す  

る女性を支援する事業  

⑦経済的に困難な状況にある女性等の再就職支援事業   

・児童虐待に係る防止対策・児童養護施設について、様々な場面におけ  

る円滑な事業運営に資する事業  

⑧児童虐待防止協力員（応援員）確保事業  

⑨児童養護施設等の支援向上事業   

・母子家庭の母等の就業等支援を促進するための事業  

⑩地域における母子家庭の母等の就業支援強化事業  

これらの積極的な活用も図りつつ、地域における子育て支援の拡充と   

ともに、本分野における雇用機会の確保、人材育成に取り組んでいただ  

くよう、お願いしたい。  
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（総務課 関連資料）  
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（資料1）  

持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた  

「中期プログラム」  

平成20年12月24  

閣 議 決  

Ⅰ．景気回復のための取組  

（1）世界経済の混乱から国民生活を守り、今年度を含む3年以内の景   

気回復を最優先で図る。このため、政府・与党においては、景気回復   

期間中に、減税措置及び定額給付金を税制抜本改革を前提に時限的   

に行うことを含め、当面、総額75兆円規模の景気対策（安心実現の   

ための緊急総合対策、生活対策及び生活防衛のための緊急対策）を   

着実に実施する。特に、景気後退の影響が大きい雇用、企業の資金   

繰り、生活者支援等の面で、様々な政策手段を適切に活用しながら、   

最大限の努力を傾注する。また、政府は日本銀行と一体となって適   

切な経済運営に万全を期す。  

（2）あわせて、世界の潮流変化を先取りした経済成長の実現に向け、   

日本の底力を最大限に発揮させる成長戦略を具体化し、推進する。  

Ⅱ．国民の安心強化のための社会保障安定財源の確保  

安心強化の3原則   

原則1．中福祉・中負担の社会を目指す。   

原則2．安心強化と財源確保の同時進行を行う。   

原則3．安心と責任のバランスの取れた安定財源の確保を図る。  

1．堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度の   

急速に進む少子・高齢化の下で国民の安心を確かなものとするため、  

我が国の社会保障制度が直面する下記の2つの課題に同時に取り組み、  

堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  
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（1）「社会保障国民会議最終報告」（2008年11月4日）などで指摘さ   

れる社会保障制度の諸問題や「中福祉」のほころびに適切に対応し、   

その機能強化と効率化を図ることにより、国民の安心につながる質   

の高い「中福祉」を実現する。  

（2）社会保障制度の財源（保険料負担、公費負担及び利用者負担）の   

うち、公費負担については、現在、その3分の1程度を将来世代へ   

のつけまわし（公債）に依存しながら賄っている。こうした現状を   

改め、必要な給付に見合った税負担を国民全体に広く薄く求めるこ   

とを通じて安定財源を確保することにより、堅固で持続可能な「中   

福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  

2．安心強化と財源確保の同時進行   
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国民の安心、強化と持続可能で質の高い「中福祉」の実現に向けて、  

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、基礎年金  

の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・  

サービスの強化など機能強化と効率化を図る。このため、別添の工程  

表で示された改革の諸課題を軸に制度改正の時期も踏まえて検討を進  

め、確立・制度化に必要な費用について安定財源を確保した上で、段  

階的に内容の具体化を図る。  ト
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3．安心と兼任のバランスの取れた財源確保  

（1）社会保障安定財源については、給付に見合った負担という視点及   

び国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に   

分かち合う観点から、消費税を主要な財源として確保する。これは   

税制抜本改革の一環として実現する。  
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（2）この際、国・地方を通じた年金、医療、介護の社会保障給付及び   

少子化対策に要する公費負担の費用について、その全額を国・地方   

の安定財源によって賄うことを理想とし、目的とする。  

このため、2010年代半ばにおいては、基礎年金国庫負担割合の2   

分の1への引上げに要する費用をはじめ、上記2．に示した改革の   

確立・制度化及び基礎年金、老人医療、介護に係る社会保障給付に  
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必要な公費負担の費用を、消費税を主要な財源として安定的に賄う  

ことにより、現世代の安JL、確保と将来世代への責任のバランスを取  

りながら、国・地方の安定財源の確保への第一歩とする。   

具体的には、上記の社会保障給付及び少子化対策に要する費用の  

状況や将来見通し、財政健全化の状況等を踏まえて、税制の抜本改  

革法案の提出時期までに、その実施方法と合わせて決定する。  

Ⅲ．税制抜本改革の全体像  

経済状況の好転後に実施する税制抜本改革の3原則   

原則1．多年度にわたる増減税を法律において一体的に決定し、そ  

れぞれの実施時期を明示しつつ、段階的に実行する。   

原則2．潜在成長率の発揮が見込まれる段階に達しているかなどを  

判断基準とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる  

仕組みとする。   

原則3．消費税収は、確立・制度化した社会保障の費用に充てるこ  

とにより、すべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。  

1．税制抜本改革の道筋  

（1）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げのための財源措置や   

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見   

通しを踏まえつつ、今年度を含む3年以内の景気回復に向けた集中   

的な取組により経済状況を好転させることを前提に、消費税を含む   

税制抜本改革を2011年度より実施できるよう、必要な法制上の措置   

をあらかじめ講じ、2010年代半ばまでに段階的に行って持続可能な   

財政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復過   

程の状況と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発揮が見込ま   

れる段階に達しているかなどを判断基準とし、予期せざる経済変動   

にも柔軟に対応できる仕組みとする。  

（2）消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密   

に区分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応  
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関係を明示する。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した  

年金、医療及び介護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てる  

ことにより、消費税収はすべて国民に還元し、官の肥大化には使わ  

ない。  

2．税制抜本改革の基本的方向性   

社会保障の安定財源確保を始め、社会における様々な格差の是正、  

経済の成長力の強化、税制のグリーン化など我が国が直面する課題に  

整合的かつ計画的に対応するため、下記の基本的方向性により更に検  

討を進め、具体化を図る。  

（1）個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の   

観点から、各種控除や税率構造を見直す。最高税率や給与所得控除   

の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げるとともに、給   

付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子   

育て等に鱒慮して中低所得者世帯の負担の軽減を検討する。金融所   

得課税の一体化を更に推進する。   

（2）法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化   

の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な負担に留意しつつ、   

課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引下げを検討する。   

（3）消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを   

明らかにする観点から、消費税の全額がいわゆる確立・制度化され   

た年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に充てられるこ   

とを予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。   

その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等総合的な   

取組みを行うことにより低所得者の配慮について検討する。   

（4）自動車関係諸税については、税制の簡素化を図るとともに、厳し   

い財政事情、環境に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方及び   

暫定税率を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討   

する。   

（5）資産課税については、格差の固定化防止、老後扶養の社会化の進   

展への対処等の観点から、相続税の課税ベースや税率構造等を見直  
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し、負担の適正化を検討する。   

（6）納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上と課税   

の適正化を図る。   

（7）地方税制については、地方分権の推進と、国・地方を通じた社会   

保障制度の安定財源確保の観点から、地方消費税の充実を検討する   

とともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在   

性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。   

（8）低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進する。  

Ⅳ．今後の歳出改革の在り方  

歳出改革の原則   

原則1．税制抜本改革の実現のためには不断の行政改革の推進と無  

駄排除の徹底の継続を大前提とする。   

原則2．経済状況好転までの期間においては、財政規律を維持しつ  

つ、経済情勢を踏まえ、状況に応じて果断な対応を機動的  

かつ弾力的に行う。   

原則3．経済状況好転後においては、社会保障の安定財源確保を図  

る中、厳格な財政規律を確保していく。  

（1）経済状況が好転するまでの期間においては、景気回復と財政健全化   

の両立を図る観点から、財政規律を維持しつつ、経済情勢を踏まえて、   

状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う。  

（2）経済状況が好転した以降においては、社会保障の安定財源確保に向   

けて消費税を含む税制抜本改革を実行していく中、景気の後退により   

悪化した財政を建て直すべく、厳格な財政規律を確保していく。  

具体的には、国・地方を通じ、社会保障、非社会保障の各部門につ   

いて、以下の基本的方針の下にたゆまざる改革を実行することとする。  

（社会保障部門）  

「中福祉」に見合ったサービス水準を確保するべく、安定財源の確  
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保と並行して社会保障の機能強化を図るとともに、コスト縮減、給  

付の重点化等の効率化を進める。  

（非社会保障部門）  

非社会保障部門全体として、国民の三－ズ等の変化を踏まえつつ、  

規模を拡大しないことを基本とし、効果的・効率的な公共サービス  

の提供を進める。  
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Ⅴ．中期プログラムの準備と実行  

準備と実行に関する原則   

原則1．経済好転後の速やかな施行のために、税制抜本改革の実  

施時期に先立ち、制度的準備を整える。   

原則2．国民の理解を得ながら「中期プログラム」を確実に実行  

するため、税制抜本改革の道筋を立法上明らかにする。  

（1）経済好転後の税制抜本改革等の速やかな施行のために、その実施時   

期に先立ち、改革の内容の具体化を進めるとともに、法案その他の制   

度的準備を整える。政府においては、経済財政諮問会議や政府税制調   

査会などで行われる議論も踏まえっつ、関係省庁が連携してそのため   

の検討に着手する。  

（2）2009年度（平成21年度）の税制改正に関する法律の附則において、   
前記の税制抜本改革の道筋及び基本的方向性を立法上明らかにする。   

（3）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げについては、2004年   

（平成16年）年金改正法に沿って、前記の税制抜本改革により所要の   

安定財源を確保した上で、恒久化する。2009年度及び2010年度の2   

年間は、臨時の財源を手当てすることにより、基礎年金国庫負担割合   

を写分の1とする。なお、Ⅲ．1．（1）における「予期せざる経済変動」   

に対応する場合には、それまでの間についても、臨時の財源を手当て   

することにより、基礎年金国庫負担割合を2分の1とする措置を講ず   

るものとする。  

（了）  
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「社会保障国民会議中間報告」及び「同会  
議最終報告」に描かれた姿を基に作成  社会保障の機能強化の工程表  社会保障  

国民会議最終   
報告に基づく  
機能強化の課題  

2015   （～2025）  2009  2010  2011  2012  2013  2014  

担割合2分の1の  

基礎年金国庫負  実現  
制度設計・検討  法 改 正、順 次 実 施  基礎年金の最低  

保障機能強化   

・低年金・無年金者対策の推進  
（保険料免除制度の見直し、愛吟資格期間の見直し、厚生年金適用拡大、保険料追湖の弾力化）  
・在職老齢年金制度の見直し等（→ 高齢者の就労に配慮した検討・実施）  
・育児期間中の保険料免除（→他の少子化対策と歩調を合わせて検討・実施）  など  

社会の構造変化 に対する対応  

（医 療）  

潜在的有資格者の再就職支援等  

”  麺 

・医療との連携強化  看護体制の充  搾        一書門性等のキャリアアップ 夜勤              ○居住系サービスの拡充、24時間対応、  実等の評価を通じた介護従事者の処遇改善と 確保       など      ・グループホーム等居住系サーセスの拡充       小規模多機能サービス充実による在宅       ・24時間対応の強化等在宅介護の強化・充実       サービスの整備・機能強化       など       ○重度化対応、看取り機能、個室化・ユ ニット化等め施設機能の強化       刻  介護棚   理の改善、介護  

急性期医療の機  
能強化  

医師等人材確保 対策  

（介 護）  

介護従事者の確  
保と処遇改善  

居住系サービス  
拡充と在宅介護  
の強化  

仕事と子育ての  
両立を支える  
サービスの質と  
量の確保  

「生活対策」、「5つの安心プ  

ラン」に基づくサービス基盤  
整備（2008～10）  

新たな制度体系の創設  
をにらんだサービス基盤  
緊急整備  

新たな制度硝系の下での  
給付・サービスの整備   

2015年の．姿．  
すべての家庭に  
対する子育て支  
援の弓削ヒ  

「安心子ども基金」の設置  ・保育所整備に加え、保育サービス  
提供手段の多様化（家庭的保育、小  
規模保育等）、供招拡大  
・一時預かりの利用助成と普及  
・訪問支線事業や地域子育て支接  
拠点の基盤整備  など  

0すべての子ども・子育て家庭に必要な給付サービスを保   
障   
・休業中一所得保障（出産前後の継続就業率55％）   
・働きに出る場合一保育サービス（3歳未満児保育利用  
率38～44％）（刀ンス、スウェーイン蜘）  

→両給付は統合又は選択・併用可能に（シームレス化）   

・働いていない場合一月20時間程度の一時預かりの利  
用を支探   
・学齢児一放課後児童クラブ（低学年利用率60％）  
→「小1の璧」の解消  

「安心こども基金」による保育  
サービスの集中重点整備  
放課後児童クラブの緊急整備  
妊婦健診公費負担の拡充など  

子育て支援サー  
ビスを一元的に  
提供する新たな  
制度体系の構築  

新制度へのステップとなる制  

・児童福祉法、次世代法の改正  

・育児・介護休業法の見直し  

■■■■■暮●■■■■■■■■■t■■t＝■t■■■■■●●■■  

新たな制度体系の制度設計の検  

社会保陣カード（仮称）の実現に向けた  

環境整備（実証実験の実施等）  
→2011年庚申を目途とした導入  
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【趣旨等】  

核家族化等により子育てに不安を持つ世帯の増加や地域・家族における子育て力の低下が認められること、また、新待機児童ゼロ作戦の展開、地域  
子育て支援拠点事業や一時預かり事業等の法定化などを内容とした改正児童福祉法が成立したことに伴い、子育て支援サービスの充実を図っていく  

必要がある中、地域力を活用した子育て支援の充実は重要であり、それを支える質の確保されたスタッフの養成研修を行う。  

【事業内容】 次の1又は2のいずれかを実施する場合は3ポイント、いずれも実施する場合は6ポイントを配分  
1地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、親の子育てを支援するコーディネーター的役割を果たす者の養成   
（1）子育て中の親のニーズの多様化と支援の意義   

（2）子育て支援に関わる各施設との連携のあり方   

（3）リスクマネジメント（虐待対応（つなぎ）など）   

などを中心として、コーディネーターとして必要な理解や知識などを得るための研修  
2 地域で行われる子育て支援事業に参画する者の養成   

（1）地域における子育て支援の必要性への理解   

（2）保育の理解と援助   

などを中心として、子育て支援に関する基本的な理解や知識などを得るための研修を行う。   
（事業例）  

地域子育て支援拠点事業、一時預かり、などにおける中核的担い手を支えるスタッフ養成  

ヤ司  
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（資料3）  

地域子育て支援．拠点事業   

1．趣旨   

地域において子育て親子の交流の促進や子育てに関する相談の実施等を行う子育て支援  

拠点（ひろば型、センター型、児童館型）の身近な場所への設置を促進する。   

ひろば型のうち、多様な子育て支援活動の実施や関係機関とのネットワーク化を図り、子  

育て家庭へのきめ細かな支援を行い、機能拡充を図るものについて新たな補助単価を設定。  

2．平成21年度予算（案）額  10，193百万円   

3．事業内容  

○基本事業（下記の4事業を全て実施）  

（1）子育て親子の交流の促進  （2）子育て等に関する相談の実施  

（3）子育て支援に関する情報の提供   （4）講習等の実施   

の ひろば型㈲〔＠7，390  

干円〕、6～7日型冊343千円、地域の子育  

て力を高める取組の加算㈱こ力、力、る単価  

常設のつどいの場を開設し、基本事業を実施するとともに、出張型ひろばの実施や地域   

との交流活動を実施する。また、子育て家庭へのきめ細かな支援により、ひろば機能の拡   

充を図る。  

② センタ「型（補助単価：5日型榊2千円）  
専任の保育士等により、基本事業を園庭や専用スペースにおいて実施するとともに、既   

存のネットワークや子育て支援活動を行う団体等と連携し地域に出向いた活動を実施する。  

なお、従来の地域子育て支援センター（小規模型）については、3か年の経過措置を設  

け、ひろば型又はセンター型に移行。   ③ 児童館型㈱干円）  
民営の児童館における学齢児が来館する前の時間を活用して、つどいの場を設け、子育   

て中の当事者等をスタッフとして交え、子育て家庭への支援を実施する。   

3．実施主体   

市町村（特別区を含む。） ※NPO法人、社会福祉法人、民間事業者等への委託も可  

4．補助率  
国1／3、都道府県1／3、市町村1／3  

国1／3、指定都市・中核市2／3  

1／3  
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地域子育て支援拠点事業の21年度予算案について  

予算（案）10，088百万円 →10，193百万円  

（平成20年度） （平成21年度）  

7，025か所 7，100か所  
交流事業の企画・  

実施  関係機関への  
ひろば型  

（出張ひろば）  

センター型  

児童館型  1「  「  

1，808   

452  

3，565  

1，200   

3，100   
200  
3，200   
600  

「ひろば」への   

つなぎ  

．
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連携した事業展開   

※出張ひろばについては、開設翌年度にひろば型へ   

移行することとしている要件を見直し   

機能拡充（ひろば型）  

通常単価   機能拡充に係る単価   

3～4日型   3，556千円  4，787千円  ※ただし、機能拡充の  
要件については右イ  

5日型   メージ図による    4，355千円  7，390千円   

6～7日型   5，154千円  7，881千円   

子育て家庭  

子育て家庭  
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地土或子育て支援拠点事業〔ひろば型〕Q＆A  

○ひろば型の機能拡充について  

No．   内 容   回 答   

ひろば型実施の社会福祉法人等が、その取組と一体的に多様な子育て支援活動を実施すると  
ともに、関係機関等と連携し、子育て家庭にきめ細かな支援が提供されることで、地域の子育て  

補助対象を、市町村からの委託等により地域子育て支援拠点 いが 
口   事業を実施している社会福祉法人等としてる、市町村直  
営の形態は対象とならないのか。  

の取組と連携して、多様な子育て支援を行い、かつ地域のネットワーク構築を進めることは本来  
の責務であると考えられることから、対象としていない。   

法律に位置付けられた事業であり、さらに、一時預かりや放課後児童クラブについては、ひろば  
地域における子育て支援活動の中で、一時預かり事業、放課      と一体的な実施による子育て支援活動の面的充実や多様なサービス提供による利便性向上、  
2           後児童健全育成事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪  様々な子育て親子が集まることによる交流促進などが図られること、また、乳児家庭全戸訪問  
問事業を対象とした理由は何か。   事業、養育支援訪問事業については、子育て親子をひろばや関係機関による必要な支援へつ  

なぐことができることから対象としている。   

一時預かり事業や放課後児童健全育成事業の場合、これに準  
市町村の単独補助により実施している場合のほか、市町村の支援がない場合であっても、一時  

3   じた事業も要件に該当するが、具体的な判断基準は何か。  預かりや就学児童の放課後の預かりを、社会福祉法人等が独自に実施している取組も該当す  
る。   

一時預かりや放課後児童健全育成事業について「ひろば型の  ひろばを中心に、子育て支援サービスが提供され、様々な子育て親子の交流促進が図られる  
4       開設場所（近接施設を含む）を活用」としているが、近接とは、  よう、ひろばの開設場所を活用するとしている。このため、近接施設としては、容易に行き来が  
どの程度の範囲を指すのか。   できるような徒歩圏内を想定しているが、個別の状況により、ご判断いただきたい。   

機能拡充に係る要件として、「市町村独自に補助又は委託を  父親の子育て力を高めることを目的とする事業や、児童館、プレーパーク等での親子交流事業  
5       行っている事業のうち、ひろば型の活動の充実に資すると認め  の実施など、子育て家庭と地域をつなぐものとして継続的な取組が想定されるが、各自治体に  
た事業」とあるが、どのような事業が想定されるか。   おいて様々な子育て支援事業に取り組まれていることから、市町村の判断が尊重される。   

（
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地域子育て支援拠点事業〔ひろば型〕Q＆A  

No．   内 容   回 答   

子育て支援拠点の実施に当たっては、実施要綱において、既に、保育所、福祉事務所、児童相  
談所、・＝等と連携を密にし、効果的かつ積極的に実施するよう努めることを留意事項として掲げ  

子育て支援の取組とともに「関係機関や子育て支援活動を          ているが、機能拡充に当たっては関係機関等と連携し、地域のネットワークの一員としてきめ細  
6               行っているグループ等とネットワーク化を図り、連携しながら」と  かな支援の提供が必要であることから明記した。特に要件は問わないが、市町村等が設置して  
あるが、具体的要件は何か。   いる子育て支援のための協議会等に参画し、支援の必要な親子を関係機関につなぐ体制がと  

られている場合や、地域の子育て支援団体が自主的に設置しているネットワークに参画し、日  
常的に関係機関との情報交換が図られていると認められる場合などが考えられる。   

地域の子育て支援のネットワークに参画し、コーディネーターと  ひろば型を実施している社会福祉法人等が、ひろばと一体的に多様な子育て支援活動を実施  
して活動しているが、ひろば開設のほかに子育て支援事業を  することで、様々な親子の交流促進につながること、関係機関との連携による子育て支援策の  

7            実施していない場合、コーディネートのみでは機能拡充にかか  提供など地域の子育て支援の面的充実が図られることを目的としており、コ．－ディネート機能の  
る単価の適用対象にならないか。   みでは対象にならない。   

地域の子育て力を高める取組については、機能拡充に該当するひろば型であっても加算対象  
とする。ただし、市町村が機能拡充に該当すると認める独自事業が、実施要綱に掲げる地域の  
子育て力を高める取組のア～エの取組のいずれかに該当する場合は、機能拡充型の単価適  
用と重複して加算対象とすることは認められない。  

機能拡充にかかる単価を適用した場合、これと併せて地域の                  【参考】（ア）中■高校生や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成を行う取組  
8                       子育て力を高める取組の加算を受けることができるか。   （イ）地域の高齢者や異年齢児童等と世代間の交流を継続的に実施する取組  

（ウ）父親サークルの育成など父親の子育てに関するグループづくりを促進する  

継続的な取組  

（エ）公民館、街区公園（児童遊園）、プレーパーク等の子育て親子が集まる場に、  
職員が出向き、必要な支援や見守り等を行う取組   
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地域子育て支援拠点事業〔ひろば型〕Q＆A  

○出張ひろばの要件見直しについて  

No．   内 容   回 答   

常設のひろばを開設するための場所・担い手の確保が難しい場合や地域において対象となる  
「地域の実情やニーズにより常設のひろばを開設することが困 がにのとしたが 

口   難な事情ある場合」出張ひろばを開設するも、 の 
どようなケースが想定されるか。  

る必要がある場合など、適切に判断していただきたい。   

現行の「開設年度の翌年度にひろば型へ移行することを念頭  

に置いて実施」（初年度のみ加算対象）との要件を見直し、「利  
2    用実態など地域の実情を踏まえ、ひろば型への移行を進める」  
ものとしたが、移行までの期限をどの程度と見込むのか。ま  

た、移行まで加算対象となるのか。   

出張ひろばは、週1～2日、かつ1日5時間以上、場所を定めてひろば型と同様の取組を実施  

出張ひろばを、1か所で週2日開設と、別の2か所でそれぞれ      し、支援の充実を図るものである。このため、加算額は、従来どおり箇所数に応じた補助とな  
週1日開設しているケースでは、職員の人件費や運営経費は  る。  
3                あまり変わらないと思われるのが、加算額について、前者は1  なお、例えば、毎週、地域の中で実施場所を変えて子育て支援の取組を行う場合、出弓長ひろば  
か所、後者は2か所と、か所数に応じた補助となるのか。   には当たらないが、センター型における地域支援活動に該当することも考えられることから、セ  

ンター型としての実施形態について検討されたい。   

これまで地域の協力団体を担い手として出張ひろば事業を実  

施してきており（翌年度移行の要件があって補助対象ではない  ひろば型に従事している職員の兼務により、常設のひろばにおける活動を出張ひろばおいて展  
4        が）、ノウハウを持っている。こうしたケースでも、ひろば型の職  
員が出張ひろばの職員を兼務することが要件となるのか。   



都道府県等別 児童相談所の児童福祉司配置状況  
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（資料7）  

事  務  連  絡  

平成21年2月27日  

都 道 府 県  

各 指 定 都 市 児童相談所担当 殿  

児童相談所設置市  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局  

総務課児童相談係  

一時保護施設等緊急整備計画の策定について   

児童福祉の推進につきましては、日頃よりご尽力をいただき厚く御礼申し上げます。   

さて、児童相談所の一時保護施設については、虐待を受けた子どもの保護等が増加して  

いるなどにより、恒常的に定員を超過して保護している一時保護施設が見られることから、  

昨年度同様、全ての一時保護施設に対して下記1の調査を実施いたしますので、平成21  

年3月13日（金）までに回答方よろしくお願いいたします。   

また、下記1の調査の結果、定員不足の状態にある一時保護施設を有する自治体におか  

れては、下記2のとおり、平成21年度末までに定員不足状態を解消するための改善計画  

「一時保護施設等緊急整備計画（以下、「緊急整備計画」という。）」を策定いただき、平  

成21年3月31日（火）までにご提出いただくようお願いいたします。  

記  

1．一時保護施設の定員不足状態に関する調査  

（1）言局査対象となる自治体  

一時保護施設を有する全ての自治体  

（2）調査内容  

別添1のとおり  

（3）提出期限  

平成21年3月13日（金）  

（4）提出方法  

別添1に記入の上、FAX又は電子メールにて当係宛に送付  

2．緊急整備計画の策定  

（1）緊急整備計画の策定の対象となる自治体  

上記1の調査により、平成20年1月～12月末までの問で、一時保護施設の定   

員を超えて一時保護を行った日数が1日以上の一時保護施設を有する自治体  
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（2）緊急整備計画に盛り込む事項  

別添2のとおり  

（3）提出期限  

平成21年3月31日（火）  

（4）提出方法  

別添2に記入の上、FAX又は電子メールにて当係宛に送付  

（5）緊急整備計画の策定を行う自治体への特例措置   

① 緊急整備計画に基づく各自治体における施設整備については、ハード交付金（次  

世代育成支援対策施設整備交付金）の取扱いに閲し、優先的に取扱う。   

② 緊急整備計画を策定した自治体については、緊急整備計画期間中、次の特例措  

置を認める（「児童福祉法による児童入所措置費等国庫負担金について（交付要  

綱）」の第7に基づく特例措置）  

児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設、障害児施設において、最低基準に照らし、  

施設・設備に余裕がある場合には、認可定員を超えての一時保護委託児童の受け入れを認  

める。また、その場合の事務費についても、日割りで支弁を行う。  

（児童保護費等負担金（入所施設措置費））  

（6）緊急整備計画の策定を行わない自治体への措置  

次の（D及び②の補助について、緊急整備計画の策定を要件とする  

① 一時保護施設整備（ハード交付金）  

② 児童虐待・D＞対策等補助金のうら「一時保護機能強化事業」及び「24  

時間・365日体制強イヒ事業」の2事業  
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［問い合わせ先］   

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課児童相談係  

西浦、阿部  

電話番号：03－5253－1111（内線7829）  
FAX番号：03－3595－2668  
メールアドレス：abe－maSatOShi＠mhlw．go．jp  
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（別添1）  

一時保護施設の定員不足状態に関する調査  

自治体名  

※ 以下について、一時保護施設毎に記入してください。  

1．  一時保護施設名  

2． 定員数  

平成20年度当初定員  

平成19年度当初定員  

（
 
 
（
 
 

3． 平成20年1月1日～12月末日までの問で、定員を超えて一時保護を行った日   
数  

日）  

4． 平成20年1月1日～12月末日までの闇の、1日当たりの平均入所率  

（  ％）   

【平均入所率の算式＝（平成20年1月1日～12月末までの保護延べ日数）  

÷365日÷定員×100】  

提出期限：平成21年3月13［］（金）  

－6卜   



（別添2）  

一時保護施設等緊急整備計画について  

自さ台体名  

※ 別添1（一時保護施設の定員不足状態に関する調査）の3において、定員を超えて   

一時保護を行った日数が1日以上ある施設を有する自治体は記入してください。  

1．定員を超えて保護を行うこととなった要因  

（保護児童数の増加の背景、定員超過の要因（一時保護施設の定員がそもそも足り   

ていない、児童養護施設等の定員が足りていない、入所予定児童の年齢・性別等と   

児童養護施設等の居住環境が合致していないなど）等について、具体的にご記入く   

ださい。）  

2．平成21年度末までの定員の増員数  

施設種別   21年度当初  21年度末  ハ丁ド交付金活  

用予定の増員数   か所数  定員数  か所数  定員数   

児童相談所一時保護施設  

児童養護施設  

（うら、地域小規模児童養護施設分）  （  ）  （  ）  （  ）  （  ）   （   ）   

乳児院  

情緒障害児短期治療施設  

里実見への委託  

児童自立支援施設  

小規模住居型児童養育事業  

（ファミリーホーム）  

児童自立生活援助事業  

（自立援助ホーム）  

その他（具体的に記入）  

注1：暫定定員を設定している場合は、その定員数を記入してください。  

注2：「児童養護施設」欄の下段（）書きには、地域小規模児童養護施設分を内数として  

記入してください。  

注3：「里親への委託」のか所数欄には、里親の人数を記入してください。また、定員数欄  

には、里親1人当たり受託可能な人数の総数を記入してください。  

注3：自治体において独自に実施している、いわゆる「里親ファミリーホーム」については、  

里親委託として子どもを措置している場合は、「里親への委託」に含めてください。  

注4：「情緒障害児短期治療施設」の定員数欄には、適所定員は含めないでください。  

注5：「ハード交付金活用予定の増員数」欄には、定員の増員に当たってハード交付金を活  

用することにより増員する予定の数を記入してください。  
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3．平成21年度末までの、定員不足解消見込み   

①1及び2を踏まえて、平成21年席末までに定員不足を解消する見込み  

あり  なし  

② ①でなしと回答した場合には、その理由と今後の対応方針等についてご記入くだ   

さい。  

4．これまでの取組（平成18年度又は平成19年度にも緊急整備計画策定対象となっ  

た自治体については、これまでの定員の増員数をご記入ください。）  

（D 策定対象となった年度  

（  年度）  

② 策定対象となった年度の翌年度当初から平成20年度末までの定員の増員数  

施設種別   ※※年度当初  20年度末  ハード交付金の  

交付を受けて増  

員した定員数   か所数  定員数  か所数  定員数   

児童相談所一時保護施設  

児童養護施設 

（うち、地Ⅰ或小規模児童養護施設分）  （  ）  （  ）  （  ）  （  ）   （   ）   

乳児院  

里親への委託  

児童自立生活援助事業  

（自立援助ホーム）  

その他（具体的に記入）  情緒障害児短期治療施設  

注1：※※には、黄白冶体が緊急整備計画策定対象となった最初の年度の翌年度を記入して  

ください。   

・平成18年度、19年度ともに対象の場合は、「平成19年度」と記入してください。   

・平成19年度から対象となった場合は、「平成20年度」と記入してください。  

注2：暫定定員を設定している場合は、その定員数を記入してください。  

注3：「児童養護施設」欄の下段（）書きには、地域小規模児童養護施設分を内数として  

記入してください。  

注4：「里親への委託」のか所数欄には、里親の人数を記入してください。また、定員数欄  

には、里親1人当たり受託可能な人数の総数を記入してください。  

注5：自治体において独自に実施している、いわゆる「里親ファミリーホーム」については、  

里親委託として子どもを措置している場合は、「里親への委託」に含めてください。  

注6：「情緒障害児短期治療施設」については、適所定員は含めないでください。  

提出期限：即日31［］（火）  
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（資料8）  

平成20年11月19日  

公  表  資  料  

（う  
厚生労働省  

市町村の児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況等について  
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（平成20年4月現在）   

市区町村（東京都の特別区を含む。以下同じ。）は、児童家庭相談に応じ、必要な調  

査、指導等を行うこととされ、また、要保護児童については、関係者間で情報の交換と  

支援の協議を行う「要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）」と  

して児童福祉法に位置づけられていることから、平成20年4月1日現在の市町村の児  

童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会等の設置状況等を把握したもの  

である。  
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○ 人口規模区分別市区町村数、該当人口  

（平成20年4月1日現在）  

人口規模区分   該当区分での合計人口  ・
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791  

人口30万人以上   65  28．795，555人  （22．5％）  

人口10万人～30万人未満   199  32，336．3皇6人  （25．3％）  

人口10万人未満   527  2了，988，016人  （21．9％）   

町  808  12，362．788人  （9．7％）   

村  193   925．065人  （0．7％）   

政令指定都市・児童相談所設置市  19  25．585，663人  （20．0％）   

計’  1，811  127．993．413人  （100．0％）   
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Ⅰ 市町村における児童家庭相談業務の状況について  

1．相談窓口（主たる相談窓口）の設置場所について   

家庭児童相談室が設置されている福祉事務所又は福祉事務所機能を有する児童福祉主管  

課に窓口を設置している市区が、人口規模が30万人以上では86．1％（当該区分の総数  

に対する割合、以下同じ）、10万人以上30万人未満では88．9％、10万人未満で8  

7．3％となっている。   

町村部においては、児童福祉主管課、母子保健主管課又は児童福祉・母子保健統合課に相  

談窓口を設置している所が、町では87．1％、村では84．5％となっている。   
指定都市においては、従来から児童相談所を中心に児童家庭相談を担ってきたところであ  

るが、指定都市内の区福祉事務所等に児童家庭相談窓口を設置し、重層構造にしている所が  

84．2％となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

市区  
政令指定都  

人口10万人  町   村   市・児童相  
人口30万人  談所設置市   
以上  未満   未満   

723†i   683，も   528％   465％   347％  探  49．9％  

47   136   278   376   67  904   

深   15％   08％   61％   52％   3．8％  15％          5．3％  
3   4   49   10   68   

62％   50％   57％   345％   446％   105％   22．7％  L保健続合課  

4   10   30   279   86   2   411   

138％   206％   345％   02，i   0．5％   42．1％   13．4％  

室）  
9   41   182   2   8   243   

05％   23％  10％  0．8％  

室を除く）  12  2  15  

15％  57％   57％  3．2％  

46   58  

10％   30％   32％   16％   53％   2．7％  

2   16   26   3   48   

所  
5．3†ら   0．1％  

相談所  15．8％   0．2％  

3   3   

05％  09％   26％  課  0．7％  

7   5  13  

46％   25％   09％   28％   41％   15．8％   2．6％  

3   5   5   23   8   3   4了   

計   100％   100％  100％  100％  100％  100ヽ  100％  

（む児童福祉主管課  

②母子保健主管課  

③児童福祉・母子  

④福祉事務所  
（家庭児童相談  

⑤福祉事務所 （家庭児童相談  

⑥保健センター  

⑦教育委員会  

⑧市設置の保健  

⑨市設置の児童  

⑩障害福祉主管   
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2．主たる相談窓口の担当職員について   

主たる相談窓口に従事する市区町村の相談担当職員は、全国で6，830名配置されてい  

る。内訳は、何らかの専門資格を有する者（①～⑧）が4，286名（62．8％）、その  
うち、児童福祉司と同様の資格を有する者（①～④）が841名（12．3％）となってい  
る。  

く上段：該当区分での割合  下段：人数）  

市区  
政令指定都  

人口10万  町   村   市・児壬相   合計  
人口30万  談所詮龍市  
人以上  

①児童福祉司と同様の資格を有す  
る者（②、③又は④に該当する者を  

除く。）   

82   131   142   49   8   107  519   

②医師   
05，‘   01，i   03％   01！も  01％  02％  

3   2  12   

③社会福祉士   30％   99％  69％    15％  07，i  46，i  38？i  

60   71   48   34   3   42  258   

④精神保健福祉士   04％   15％  15！i  05％    02％  11＼  08，i  

9   15   8   9   10  52  

小計  
（児童福祉司と同様の資格を有す  

る者（か～④の計）   
154   218   203   94   12   841             160   

⑤保健師・助産師・看護師  89％   
（（むに該当する看を除く）   

121％    64％  330％  408％  乏53％  207％  

73   91   104   748   166   229  い＝1   

⑥教員免許を有する者  14．4％  193％  274％  30％  15Ii  112％  ＿＿！亭・さ写  
（①に該当する看を除く）  

87   198   444   69   6   905  

⑦保育士  164％  149％  132％   72，i   49，i  84，i  106％  
（①に該当する看を除く）  

99   153   213   163   20   76  724   

69％   16％   喧）①～⑦に記載の資格を有しない   96％  89％      27％  107，i  59，も  
社会福祉主事  

58   91   112   36   97  405  

小計  779％  732？i  665％  489％  528，i  733％  628％  
（①～⑧の計）  

471   751   1076  1110   215   663  4286   

⑨①←⑧に記載の資格を有しない  124％  169％  248†i  495，i  457％  189％  312％   
一般車務職長   

75   173   402  1123   186   171  2130   

⑩その他   99，i   87，i   98％      15％  15％  78％  61＼  
59   102   141   35   6   71  414   

合  計   1000％  1000％  1000，i  1000％  1000％  1000％  1000，i  
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※「（参考）平成19年度」における「⑨①～⑧に記載の資格を有しない一般事務職員J「⑲その他」については、昨年度把握を行った、   
何らかの資格を有する者に該当する「心理職」「福祉職」を含めていないため、比較できない。  
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● 都道府県（指定都市・児相設置市含む）別主たる相談窓口の担当職邑  
種別  

⑯その他  3 コ＝      ④精神保  ⑤保健師・  ⑥教員免  ⑦保育士  ⑧任ヰ⑦  （約～⑧  
司と同様の  
資格を有す  

祉士   健福祉士  助産師・看  

都道府 県名等  二職員数    る者（②、③  護師，  当する考を  
（①Iこ夢当  

又は項）た該  

当する者を  
する看を除  社会福祉  

鱒くム）  

く） 鱒く）   主事；   

北海道   684   9  6   3  232   35   

青森県   
42   

105   
23   318  16  

4  31   3   9   

右手県   76   
2   55  

2  5   16   
124   

13   
宮城県  

2   35  
3   37   13   14   

79   王：＝  

49  5  

5  2  10   12   
87  

4   

山形県  
27  8  

7   13   12   
福島県   

13   38  4   

6  54   19   2   

136   
25   

茨城県  
5  

8  5   6   43   10   
栃木県   

8   

113   
41  14  

5  26   24   8   3   

群馬県   106   
41  6  

2  37   15   7   

埼玉県   290   
3   36  

30  
5  

15   ■   34   47   14   
211   

39   
千葉県   

9  14  
12   28   59   17   

503   
8   

東京都  
64  1D  

62   3   53   58   59   103   31   6  59   
神奈川県  151   13  9  30   23   10   
新潟県   92   

34  21  
16  2  25   17   2   

27   
14  

富山県  
5  

5  2  2   3   4   

45   石川県  
9  

2  6   16   
福井県   45   

15  2  

4  4  5   3   7   

山梨県   93   
16  5  

2  30   6   12   

長野県   
8   

227   
32  2  

＝  3   2   58   38   
110   

26  10   
岐阜県  

64  15  
15  3   3   6   23   

静岡県   126   
7   37  5  

13  6   21   23   14   

愛知県   194   
12  29  7  

8  24   35   34   
121   

67  
三重県  27  2  17   16   14   
滋賀県   

3   

92   
38  4  

7  16   10   9   

京都府   59   
25  3  

3  17   9   8   

大阪府   177   
9  

60  22   5   9   7   29   
133   

25  
兵庫県   

9  

8  4   17   41   17   
94   

13   25  
奈良県  

7  

8  2ヰ   16   9   

68  
3   

和歌山県  
32  

4  24   3   6   

55   鳥取県  
24  6  

12   5   7   

島根県   73   
5   21  3  

6  3   16   6   7   

岡山県   83   
2   30  2  

7  33   13   5   

67   
4   

広島県  
16  3  

2  4   2   12   
55   

13   3   

山口県  
28  2  

9  4   10   6   

徳島県   68   
19  5  

3  22   4   

39   
2   

香川県  
22  2  

2  15   4   

66  愛媛県  
12  3  

2   3  14   9   16   2   

高知県   74   
19  

4   2   25   8   6   

福岡県   173   
17  10  

5  2  31   27   

佐賀県   
19   

47  
4   7  6  

5   12   3  

長崎県   77   
24  3  

5  4  15   3   4   

熊本県   125   
28  7  

3   5   3   31   10   2   

大分県   
56  7  

4  5  4   19   7   

g9  
4   

宮崎県  
24  5  

2  30   16   5   2   41  3  

鹿児島県  123   5   2  17   12   6   3   

84   
70  

沖縄県  
8  

5  5   14   10   6   

札幌市   27   
4   33  6  

26  

仙台市   16   3  3   8  

さいたま市  28   
5   6   14  

千葉市   
横浜市   241   6  120   24   19   

8   

12   
川崎市  

20  29  
8  

新潟市   15  
5   

静岡市   
3   

12  
4  

5   5  

名古屋市   14   12  2  

浜松市   25   15  

京都市   85  
2  

9   16   7   43  
大阪市   109   

9  

6  7  4   19   

堺市   
24   8   

21   
37  4  

5  4   5  

神戸市   164   5  65  
21  広島市  

78  

3   6   3   

北九州市   
5   

36  
3  

2  9   

福岡市   
10   

20   
7  7  

8  4   

横須賀市   32  
4  

32  
金沢市   30   12   5  2   4  4  

合計  6，830   519   12  258   52  1．411   414  

6．1l  
（参考 平成19年度）  

合計  5．880  423   12   194   34  1．110   丁95  63ti  277  1．804  595   

割合  100．Ol  丁．21  0．2l  3．3l  0．8l  18．91  13．5l  10．8％  4．7l  30．7％  10．1X   
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● 都道府県（指定都市・児相設置市含む）別職員の正規・非正規、専任・兼任数  

主たる相談窓口に従事する職員は、正規職員が4，728名（69．2％）、また専任  
職員は2，694名（39．4％）配置されている。  

し
 
 
－
 
J
’
ぺ
J
「
・
 
－
 
・
g
 
 

（単位：人、％            ヨ   
馳貞敬  ゝ  弓削含：．iぎ∴r 

＝‘し．三■－  ：：ごナ：L温良∃旺苧きき、：  以外 ＝∴正規割合∵て≡  ∴正頚脹拍Ⅵ掛合 責任敬 蔓任数 妻磋副食  兼任制憤  

北海道   617   67   90．2％   9，8％  137   547   2D＿0％  80  ．0！（   

青森県   95   10   90．5，i   9．5％  17   88   16．2％  83  ．8，i   

51   25   67，1％   32．9％  24   52   31．6％  68  ，4X   

宮城県   94   30   75．8！i   24．2，i  44   80   35，5％  64．51   

秋田県   46   33   58．2％   41．8！（  31   48   39．2％  60  ．8，i   

山形県   66   21   75．9％   24．1％  

福島県   

23   64   26．4％  73．8％  

147   30   83，1％   16．9％  38   139   21，5％  78，5，（   

茨城県   72   64   52．9％   47．1％  

栃木県   

68   68   50．0％  50．0％  

77   36   68．1％   31．9％  30   83   28，5，i  73  ．5！i   

85   21   80，2，i   19．8，i  35   71   33．0％  67．OI   

埼玉県   213 1 7－   73．4ち   26，6，（  117   173   40．3％  59  ．7Ii   

千葉県   122   89   57．8％   42，2，i  122   89   57．8％   42  ．2％   

288   215   57．3％   42．7￥  443   60   88．1，i  11．9t   

神奈川県   88   63   58．3％   41．7Ⅹ  

新潟県   
92   59   60，  9％   3  

57   35   62．0，i   38，0％  38   54   41，3†i  5879; 

富山県   16   59．3，（   40．7％  8   19   29．61  70  ．4％   

石川！■   35   10   77．8％   22．2t  

福井県   

34   24．41i  75  ．6￥  

29   16   64．4％   35．6％  15   30   33．3％  66．7％   

山梨県   68   25   73．1％   26．9％  

長野県   

35   58   3  ヽ   6  2．4％  

156   7l   68．7％   31．3％  90   137   3  ヽ   60．4％   

岐皇県   70   ヰ0   63．61   36．4，i  

静岡県   

28   82   25．5％  7  4．5t  

84   42   6¢．7％   33．3％  57   69   45．2†i  54．81   

愛知県   123   71   63．4％   36．6％  95   99   4  51．0書   

86   35   71，1≠   28．9，i  56   65   4  l   53．7l   

滋賀県   57   35   62．0％   38．0％  ヰ7   45   51．1％  4899: 

29   30   49．2％   50．8％  

大阪府   
30   29   50．8％  4  

115   62   65．0％   35．0％  95   82   53  ．7，i   4  

56   77   42．1％   57．g％  85   48   63．9％  3  

奈良県   77   81．9％   18．1％  14   80   14．91  85．1％   

和歌山県   57   83．8Ii   16．2％  17   51   25．肌  75．01（   

鳥取県   ヰ4   80．Ot   20．0，（  

島根県   
23   32   ヰ1．8％  5  8．2t  

63   10   86．3，（   13．7％  10   63   13．7％  86，3Ii   

岡山県   58   25   69．9％   30．1％  27   56   32．5％  6  7．5，（   

広島県   41   26   61．2％   38．8％  26   41   38．8ぢ  61．2，i   

山口l県   36   19   65．5％   34，5％  

徳島県   
18   37   32．7Ii  67．3％  

49   19   72．1％   2丁．9％  22   46   32．4％  6  7，6％   

香川1■  28  n  71．8％   28．2％  

愛媛l■   

32  17．9％  8  2」ヽ  

46   20   69．7％  30．3％    33   33   50．0％  50．0％   

高知県   50   24   6丁．6％   32▲4％  

福相鋸■   
27   47   36．5％  6  3．5Ⅹ  

122   51   70．5％   29．5％  50   123   28．9％  71．1！（   

30   り   63．8％   36．2％  

長嶋l県   

18   29   38．3，（  61．7，i  

50   2丁   64．9，i   35．1，（  37   40  I   51．91   

熊本環   97   28   77．6，i   22．4，i  

大分県   
35   90  0％   72．0￥  

44   28   61．1）i   38．9％  32   40   44．4％  55．6％   

85   14   85．9％   14、1，i  

鹿児■．県   

30   69   30．3％  6  9．7％  

92   31   74．8％   25．2％  32   91   26．0％  7  4．01i   

沖縄ち■   49   35   58．3％   41．7％  30   54   35，7％  64．3％   

札峡市   27  100．0％  27  100．0％  

仙台市  16  100．0％  16  100．0，i   

さいたま南   18   10   64．3％   35．7％  

千葉市  

12   16   42．9％  57．1％  

100．Ol  100．0％  

151  90   82．7％  37．3，（  100．0％   

川I踏市   2   

鮪温呑   

6   25．0％   75．0％  2  5．0％  

静岡市   
9   8   60＿0％   40．0％  3   12   20．0％  80．0％  

6   6   50．0％   50．0％  12  100．0％  

浜松市   12   2   85．7％   14．3％  8   6   5丁．1％  4  2．9，i   

名古屋市   16   9   64．0％   36．0％  9   16   36．0％  64．0￥   

43   42   50．6％   ヰ9．41  

大阪市   

42   43  5  0．6l  

61   48   56．0％   44．0％  

堺市   

65   44  596X 40．4t  

6   15   28．6，〈   71，4％  21  1∝I．D％  

152   12   92．7，i   丁，3ヽ  164  100．0％   

広よ市   9   12   42．9％   57．†I  12   9   57．1，i  42．9％   

北九州市   7   2≦I   19．4％   80．6％  

福田而  

36  100．0％  

20  100．0％  20  100．0％  

横須賀儒   29   3   90．6†i   9．4書  32  1∝I．0％  

金沢市  ‾   20   10   66．7％   33．3％  25   5   83．3％  6．7，i   

合計   ヰ，丁28   2．10之   69．2■   30．8l  2．89ヰ   ヰ．136   39．ヰl  6  0．6I   
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3．外部人材の活用による助言について  

弁護士や医師等の外部人材の活用については、助言ありとする市区町村が397か所（2  
1．9％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段二市区町村数）   

規 模 区 分  

政令指定都  
合計   

人口30万人  人口10万人 －30万人未  人口10万人  町   
以上市区  満市区   

村   市・児童相  
談所設置市   

224％   183％   474％   219％   ％  342％      176％  
20   68   118   148   34   9   397   

817％   824％   526％   781％   ％  658％  776％  

45   131   409   660   159   10   1，414   

1000％  1000％  1000％  1000％  1000％  1000％  1000％  

■∴ 
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（1）人材活用による  

助言あり  

（2）人材活用による   助言なし  
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臼（1）人材活用による  
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外部人材の活用による助言  
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4．夜間・休日の対応について  
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（1） 夜間・休日の対応状況について   

夜間・休日の対応については、対応している市区町村が1，304か所（72．0％）   

となっている。  

（上又：該当区∠での割合  下段・区・）             P  

規模区分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 －30万人未  町   
合計  

満市区   未満市区  
村   市・児童相  

談所設置市   

834％   772％   700％   57  ①対応している  677％  

44   166   407   566   111   10   1304   

②特に対応していな  16（i％   228％   300％   323％        425％  
い  

21   33   120   242   82   9   507   

合計   1000％   1000％   1000％  1000％  Ⅶ巧‥鞘“叫ルい仙≠．…一へ‥、・卜仙ジー一小l叫仙小一止血   
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（2） 夜間・休日の対応方法について  
夜間・休日対応を行っている市区町村について、 その内容を見ると、「③相談担当   

の職員以外の職員（守衛等）が相談担当の職員に連絡した後、相談担当の職員が対応」   

が58．二L％となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

合計  
村   

人口30万人以 上市区  人口10万人－ 30万人未満市 区  人口10万人未 清市区  町  談所設置市   

04％  05％  36％  5．3％   0．9％  （む相談担当の職員が宿日直によリ  
対応  

2   2   4   了   16   

②夜間・休日対応用の携帯電話を  
所持するなどして、相談担当の職員  

が対応   
2   7   41   25   9   85   

③相談担当の職員以外の職員（守   
ミ‾火、  431％  573％  607％  616％  466％  105％  581％  衛等）カ相談担当の職貝に連絡し  

た後、相談担当の糀員が対応   28   114   320  498   90   2  1，052   

11＼  06％  05％  1．2％  ④民間の相談機関に対応を委託  62％  25％  
4   5   6   5   0   21   

（9児童相談所へ転送   
15％  10％  5．3％   1、ヰ＼  46％  30％  

3   6   8   8   0   26   

⑥その他   
108％   161％   57％  32％  21％  263％   5．7，も  

7   32   30   26   4   5   104   

⑦特に対応していない   
228％  300，i  425％  474％  28．0％  323％  166％  

21   33   120  242   82   9   507   

】000％   1000％   1000％  1000％  1000％  1000％  1000％  
合計  

夜間・休日対応（対応内容別）  

鍋
 
肌
 
鍋
 
肌
 
鍋
 
肌
 
鍋
 
肌
 
鍋
 
肌
－
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
9
 
8
 
7
 
8
 
5
 
4
 
3
 
2
 
1
 
 

ー十①相談担当の職員が宿日直により対応  

一像w②夜間・休日対応用の携帯電話を所持  
するなどして、相談担当の職員が対応  

－愈岬③相談担当の隋員以外の随員（守衛等）  

が相談担当の随員に連絡した後、相談  

倣巻詣讐貼賂＝対応を委託  

一潔十・⑤児童相談所へ転送  

＋⑥その他  
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5．業務マニュアル作成状況について   

業務マニュアルの作成状況について、市区町村独自の業務マニュアル（虐待対応マニュア  

ルを含む）を作成しているのは、市部の人口規模30万人以上の所では58．5％、10万  

人以上30万人未満では36．2％、10万人未満では22．8％、町では9．7％、村で  

は8．8％、指定都市・児相設置市では84．2％となっている。  
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（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

政令指定都  合計  

以上市区   人口30万人   人口10万人 －30万人兼 満市区  人口10万人 未満市区   町   村  市・児童相  
談所設置市   

①有り   
36．2％   228％   97％   88％   188％  585％          84．2％  

38   72   120   78   17   16   341   

②無し   
63．8％   77．2％   903％   912％   812％  41．5％          15．8％  

27   127   407   730   176   3   1．470   

合計   
100．0％   1000％  100．0％    100．0％  1000％  1000％  100ニ0％  
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6．都道府県（児童相談所等）からの後方支援について   

都道府県（児童相談所等）からの後方支援について、「①児童相談所等の職員による市区  

町村職員研修の実施」は1，572か所（86．8％）、「②児童相談所等の職員による個々  

の事例に対する支援に必要な情報の提供や助言」は1，722か所（95．1％）となって  

いる。  

規 模 区 分  

合計  

人口30万人 以上市区、  人口10万人 ～30万人未 満市区  人口10万人 未満市区  町   村   
談所設置市   

比較的支援  
を受けている   40   151   399   564   105   15   1．274  

宣相談所等の職員  
あまり支援を  る市区町村職員研  

実施  13   32   77   135   39   2   298  

86．8％  

53   183   476   699   合 計  815Ii  920％  903％  865％  746％  89．5％              144  17  1，572   
84．0％  比較的支援  877％  889％  930％  824，i  591％  947％  

宣相談所等の職員  57   177   490   666   114   18   1．522  

る個々の事例に対  
支援に必要な情  7   21   35   98   39  200  

l提供や助言  

64   198   合 計  985，も  995％  996％  946％  793％  94．7％  95．1％        525  764  153  18  1．722   
86．7％  比較的支援  985％  990％  949％  838％  596％  89＿5％  

－ス検討会議、要保  64   197   500   6了7   115   17   1，570  

5．4％   L童対策地域協議会  
／童相談所職員等が  2   19   54   20   97  

92．0％  

65   199   合 計  1000％  1000％  985％  90．5世  699％  947％          519  731  135  18  1．667   
比較的支援  92％  55％  78％  74％  47％  211％  7．2％  
を受けている   6   41   60   9   4   131  

6．8％  

蔓所）職員を派遣  
苛を通じて市区町村 l道府県（又は児童                                     あまり支援を 受けていない  15ヽ  30％  51！i  90％  78％  53％      口  6  27  73  15  口  123  

7   17   68   合 計  108％  85％  129％  165％  124％  26．3％  14．0％          133  24  5  254   
比較的支援  

頓的に市区町村に  2   19   56   44   10   4   135  

宣府県職員（又は児  
受けていない   3   49   107   20   2   192   

⊆町村を支援   

5   30   105   合 計  了7％  151％  199％  187％  155，も  316％  18．1％          151  30  6  327   
31％   5．9％  比較的支援  231％  90％  63％  40％    10．5％  

を受けている   15   18   33   32   6   2   106  

5．0，i   藍相談所への市区                                    あまり支援を  
受けていない   6   20   51   2   91  

16   24   合 計  246％  121％  101％  103％  8．8％  21．1％  10．9％        53  83  1丁  4  197   
比較的支援  

の指針とは別に．  40   120   246   286   38   12   742  

巨府県独自の市区  
あまり支援を  寸向けの児童家庭 マニ 

炎ュアル等を  6   23   49   107   26   212  

眞  52．7％  

46   143   合 計  708％  719％  560％  486％  332％  68．4％          295  393  64  13  954   
6．6％  比較的支援  

を受けている   8   25   32   46   7   119  

6．2％  
の他  あまり支援を  

受けていない   4   12   26   50   19   2   113  

12   合 計  185％  186％  110％  119％  135％  15．8％  12．8％      37  58  96  26  3  232   
市区町村数  65   199   527   808   193   19   1，811   

－73－－   



7．虐待事例に関する役割分担について   

虐待事例に関し、市区町村と児童相談所の役割分担の取り決めがなされているかどうかに  
ついては「取り決めはなく、個々の事例ごとに異なる対応になっている」が、72．2％と  

なっている。また、市区町村と児童相談所が重なる虐待事例を取扱う際、どちらが事例の主  
担当であるか明らかにしているかについては、51．1％の市区町村は個々の事例によって  

主担当を決めている。  
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（上段二該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  
合計  

人口30万人 以上市区  人口10万人 －30万人未  

清市区   村   
談所設置市   

文暮での取り決め   59，i  154％  ＝1ヽ  51ヽ  41％  3日i  421％  
10   22   27   33   6   8   106  

文書はないが一応決められ  262％  367％  247l  】81＼  124％  421％  220％  
①市町村と児童相談所  
の役割分担についての  

17   73   130   146   24   8   398  

取り決め  523†i   722％  取り決めはなく、個々の事例ご  585％    702％  778％  845％  158％  
とに異なる対応になっている   38   104   370   629   163   3   1，307  

合 計   1000％  1000％  1000％  1000，i  1000％  1000†i  1000％  
65   199   527   808   193   19   1．811   

90％   53％  

明らかにしている （文章等でルールを明記）  10．8％    63ヽ  36％  16％  316％      7  18  33  29  3  6  98  
明b乃ヽにしtい一缶 （ルールを明記したものは血  385％  492％  315％  204％  78％  421％  263％      呂 ＿  

（診市町村と児童相談所  25   98   166   165   15   8   477  

が重なる事例を取り扱  
明らかにしていない   

65，i   173！i   7．7，i    114％  209％  337％  5：‡ヽ  

明らかにしているか  
5   13   60   169   65   313  

個々の事例による   
352，i   511＼  ヰ31％    509，も  551％  570％  211％  

28   70   268   445   110   4   925  

合 計   1000‰  1000％  1000％  1000％  1000％  1000，i  1000％  
65   19g   527   808   193   19   1．811   

市区町村数  65   199   527   808   193   19   1．811   
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虐待事例に関する役割分担  

ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
0
 
 
0
 
 
（
U
 
O
 
 
（
U
 
 
（
U
 
O
 
n
）
 
 
0
 
 
0
 
 
（
U
 
 

n
－
 
（
U
 
O
 
O
 
O
 
O
 
 
∧
U
 
O
 
 
∧
U
 
O
 
O
 
 

O
 
 
9
 
 
8
 
 
7
 
 
6
 
 
5
 
 
4
 
 
3
．
 
2
 
 
1
 
 

T川てγ                                                 、  

′
・
、
・
▲
L
r
し
い
㌧
づ
V
h
－
L
リ
r
上
ゝ
サ
ト
ー
 
ー
ト
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（参考）市町村児童家庭相談件数（平成19年度社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）より抜粋）  

平成19年度に全国の市町村が受け付けた児童家庭に関する相談受付件数は約27万件（対前年度比1万件  

増）、うち児童虐待に関する相談受付件数は50，120件（対前年度比約4千件増）。また、相談を受け付けた後、  

具体的な援助内容（助言指導・児童相談所等への送致等）を決定した相談対応件数は約28万件（対前年度比  

約9千件増）、うち児童虐待に関する相談対応件数は51，618件（対前年度比約4千件増）となっている。  

受付件数  対応件数  

総 数①   児童虐待相談  その他の相談  総 数 ③   児童虐待相談  その他の相談  

（D－②  ④   ③－④   

北 海道   8．607   1．372   7．235   8852   1410   7．442   

青 森 県   4．201   96   4．105   4205   96   4．109   

岩 手 県   l．35丁   464   893   1348   458   890   

宮 城 県   2．417   685   1．732   2745   825   1．920   

秋 田  県   3．009   304   2．705   3008   303   2．705   

山 形 県   1．99†   118   1．873   1999   119   1．880   

福 島 県   2．662   471   2．191   2693   455   2．238   

一     二   3．867   906   2．961   4062   978   3．084   

栃 大 県   2．068   532   1．536   2103   559   1．544   

群 馬 県   2．269   451   l．818   2280   446   1．834   

埼 玉 県   9．075   1．558   7、517   9112   1571   7．541   

千 葉 県   6．027   1．654   4．373   6164   1690   4．474   

31．304   4．895   26．409   31615   4962   26．653   

こニ   ー   ≧・              神 奈 川 県   5．333   1．779   3．554   5746   1902   3，844   

4、172   623   3．549   4221   632   3．589   

1．735   299   1．436   1763   322   1．441   

富 山 県              石 川 県   1．253   298   955   1Z81   298   983   

福 井 県   1．129   22（；   903   1140   244   89tS   

山 型 県   1．666   289   1，377   1770   315   1．455   

長 野 県   6．588   828   5．760   6857   869   5．988   

岐 皇 県   4．272   444   3．828   4534   488   4．046   

静 岡 県   3．956   1．022   2．934   3859   1037   2．822   

愛 知 県   6．286   1．853   4．433   6380   1867   4．513   

4．317   801   3．516   4334   802   3．532   

滋 賀  県   4．481   1．928   2．553   4487   1934   2．553   

2．107   637   1．470   2107   637   1．470   

大 阪 府   14．701   5．738   8．963   14了73   5745   9．028   

兵 庫 県   23．225  2．582   20．643   23222   2582   20．640   

奈 良 県   6．161   71（；   5．445   6161   716   5．445   

和卜融 山 県   1．195   343   852   1428   369   1．059   

鳥 取 県   660   146   514   669   148   521   

1．168   28l   887   1168   281   887   

岡 山 県   1．932   1．001   931   1895   971   924   

広 島 県   2．457   725   1．732   2（；45   896   1．749   

山 口 県   1．551   535   1．016   1585   519   1．066   

徳 島 県   999   225   774   1100   242   858   

香 川 県   1．318   447   871   1390   487   903   

愛媛 県   855   205   650   857   205   652   

高 知 県   1．727   350   l．377   1740   350   1．390   

福 岡 県   7．277   1．283   5．994   8202   1344   6．858   

佐 官 県   1．593   219   1．374   1730   223   1．507   

2．245   380   1．865   2184   376   l，808   

熊 本 県   3．477   627   2．850   3490   62了   2．863   

大 分 県   5．129   736   4．393   5245   743   4、502   

1．467   409   1．058   1459   409   1．050   

鹿 児 島 県   2．712   438   2．274   2626   350   2．276   

沖 縄 県   2．001   591   l．410   2265   651   1．614   

指定都市（別掲）  

札 幌 市   813   102   711   813   102   711   

仙 台 市   717   253   464   717   253   464   

さいたま市   497   199   298   619   230   

千 隻 市   
389  

l．458   587   871   1458   586   872   

措 浜 市   23．074   316   22．758   23426   431   22．995   

川 崎 高   4．624   537   4．087   5054   

新 温 市   
558   4．496  

405   195   210   405   195   210   

静 田l ■l有   1．397   207   1．190   1397   207   1．190   

浜 松 市   l．379   197   1．182   1442   229   1．213   

名 古 屋 市   968   539   429   1568   551   1．017   

京 都 市   1．686   683   1．003   2146   840   l．306   

大 阪 市   4．387   1．089   3．298   4754   1179   3．5丁5   

珠  缶   2．992   1．103   1．889   2992   1103   1．889   

神 戸 市   9，284   137   9．147   9284   137   9．147   

広 島 市   874   12了   747   870   125   745   

北 九 州 市   4．061   790   3．271   4190   

福 間 市   

791   3．399  

1．990   480   1．510   1994   480   1．514   

中核市（別掲）  

様 須 賀 市   1．242   69   1．173   2264   

余 沢  市  
168   2．096  

書十   271．8ヰ7   50．120   221．丁27   2丁9．892   51．618   228．274   

平成18年度   261．142   45．901   215，241   270，653   47．933   22乙720   

対前年度増減   10，705   4．219   6．486   9．239   3，685   5．554   
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Ⅱ 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワ  

ーク）の設置状況について  
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1．設置の状況  

（1）要保護児童対策地域協議会及び児童虐待防止ネットワーク設置状況（表1、参考1）  

児童福祉法第25条の2に規定する要保護児童対策地域協議会（以下「地域協議会」   

という。）を設置済みの市区町村は、全国1，811市区町村のうち1，532か所（8   

4．6％）であり、児童虐待防止ネットワーク（以下「ネットワーク」という。）を設置   

済みの市区町村は、173か所（9．6％）となっている。  

地域協議会又はネットワークを設置済みである市区町村の数及び割合は、1，705   

か所（94．1％）となっている。  
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表1 地域協議会及びネットワークの設置状況  （平成20年4月1日現在）  

都道府県  

政令指定都  
市・区  市・区 10  市■児童相  

（30万  （万 ～30  村   
談所設置市   

以上）    万 未満）   

市区町村数  65   199   527   808   193   19   1，811   

数   59   187   478   656   137   15   1，532  
地域協議会  

％  90．8％  94．0％  90．7％  81．2％  71．0％  78．9％  84．6％   

数   12   44   95   12   4   173  
ネットワーク  

％  9．2％  6．0％  8．3％  11．8％  6．2％  21．1％  9．6％   

数   65   199   522   751   149   19   1，705  
合計  
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（参考1） 地域協議会又はネットワークの設置数および割合  

注）平成17年度までは6月1日現在の調査であり、18年度からは4月1日現在の調査である。  

平成16年度まではネットワークの設置数及び割合であり、平成17年度からは地域協議会又はネットワークの設置数及び割合である。   



（2）地域協議会及びネットワークの設置見込み（表2）   

平成20年度末の地域協議会又はネットワークの設置数及び割合は、 1，765か所  

（97．5％）、平成21年度末には1，791か所（98．9％）となる見込みであ   

るム  

表2 地域協議会及びネットワークの設置見込み  （平成20年4月1日現在）  

都道府県  

市・区  政令指定都  

（10万  

市・児童相  

（30万  談所設置市   

以上）   

市区町村数  65   199  527   808   193   19  1，811   

平  数  59   187  478   656   137   15  1，532  
彗讐   

ネッ トワーク   数  6   12   44   95   12   4   173  

裏  数  65   199   522   751   149   19  1，705  
小計  

日  ％  100．0％  100．0％  99．1％  92．9％  77．2％  100．0％  94．1％   

成  平   数  64   194  512   736   162   19  1，687  
2  

0   

年  
数  1   5   15   52   5   0   78  

度  
未  数  65   199   527   788   167   四  1，765  
見  小計  
込  
み   

％  100．0％  100．0％  100．0％  97．5％  86．5％  100．0％  97．5％   

平 成  数  65   196  5 176   19  1，750  
2  

l  
年‾  

数  0   3   4   31   3   0   41  

度  
末  数  65   199  527   802   179   19  1，791  
見  小計  
込  
み   

％  100．0％  100．0％  100．0％  99．3％  92．7％  100．0％  98．9％   

ネットワークが設置されておら  
数  0   0   0   6   14   O 20   

ず、地域協議会も設置しない  
％  0．0％  0．0％  0．0％  0．7％  7．3％  0．0％  1．1％   

数  65   199  527   808   193   19  1，811  
合計  
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（3） 都道府県ごとの地域協議会又はネットワーク設置状況（参考2、参考3）   

地域協議会又はネットワークの設置済の市区町村の割合を都道府県ごとにみると、最   

低で74．4％、最高で100．0％となっている。   

全体では、60～80％未満が4県（8．5％）、80％～100％未満が17都道府   

県（36，2％）、100％が26府県（55．3％）となっている。  

（参考2） 都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況  （平成20年4月1日現在）  

地域協議会   ネットワーク  全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

滋賀県  13  50．0％  13  50．0％  26  100．0％   
京都府  16  61．5％  山  26．9％  23  88．5％   
大阪府  41  95．3％  2  4．7％  43  100．0％   

41  100．0％   兵庫県  41  100．0％  
奈良県  21  53．8％  8  20．5％  29  74．4％   
和歌山県  24  80．0％  田  20．0％  30  100．0％   

19  100．0％   鳥取県  19  100．0％  
21  100．0％   島根県  21  100．0％  

岡山県  25  92．6％  2  了．4％  2了  100．0％   
広島県  20  87．0％  3  13．0％  23  100．0％   

20  100．0％   山口県  20  100．0％  
徳島県  21  8了，5％  3  12．5％  24  100．0％   
香川県  皿  64．7％  3  17．6％  14  82．4％   
愛媛県  19  95．0％  山  5．0％  20  100．0％   
高知県  23  67．6％  4  11．8％  27  79．4％   
福岡県  52  78．8％  10  15．2％  62  93．9％   

18  90．0％   佐賀県  18  90．0％  
23  100．0％   長崎県  23  100．0％  

熊本県  45  93．8％  2  4．2％  47  9了．9％   
94．4％   大分県  山  94．4％      山  

宮崎県  22  73．3％  2  6．7％  24  80．0％   
鹿児島県  33  了1．7％  6  13．0％  39  84．8％   
沖縄県   25  61．0％  8  17．1％  32  78．0％   
全国   1，532   84．6％  1了3  9．6％  1，了05  94．1％   

i議会  ネットワーク  全体   

％   数   ％   数   ％   

82．2％  24  13．3％  172  95．6％   

00．0％  40  100．0％   

00．0％  35  100，0％   

69．4％  9  25．0％  34  94．4％   

00．0％  25  100．0％   

100．0％  35  100．0％   

50．0％  15  25．0％  45  75．0％   

909％  口  2．3％  41  93．2％   
100．0％  31  100．月％   

100一0％  38  100．0％   

98．6％  口  1．4％  了0  100．0％   
64．3％  20  35．7％  56  100．0％   

91．9％  57  91．9％   

100．0％  33  100．0％   

83．9％  口  3．2％  27  8了．1％   
86．7％  13  86．了％   

100．0％  19  100．0％   

100．0％  100．0％   

92．9％  山  3．6％  27  96．4％   
79．0％  5  6．2％  69  85．2％   

100．0％  42  100．0％   

63．4％  14  34．1％  40  97．6％   

100．0％  100．0％  

地域協議会  

数   ％   

北海道  148  82．2％   
青森県  40  100．0％   
岩手県  35  100．0％   
宮城県  25  69．4％   
秋田県  25  100．0％   
山形県  35  100．0％   
福島県  30  50．0％   

茨城県  40  909％   
栃木県  31  100．0％   
群馬県  38  100一0％   
埼玉県  69  98．6％   

千葉県  36  64．3％   
東京都  5了  91．9％   
神奈川県  33  100．0％   
新潟県  26  83．9％   
富山県  13  86．7％   
石川県  山  100．0％   
福井県  山  100．0％   
山梨県  26  92．9％   
長野県  64  79．0％   
岐阜県  42  100．0％   

静岡県  26  63．4％   
愛知県  61  100．0％  

設置済み  
市町村の割合   

都道府県数 （構成比）   

100％   26（55．3％）   

80％～99％   17（36．2％）   

60％～79％   4（8．5％）   

40％～59％   0（0．0％）   

20％～39％   0（0．0％）   

0％・－19％   0（0．0％）   
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（参考3） 都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況（構成比）   （平成20年4月1日現在）  
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2．要保護児童対策調整機関  

（1） 要保護児童対策調整機関の指定（表3）  

児童福祉法第25条の2第4項に規定する調整機関は、児童福祉主管課が886か所   

（57．8％）で最も多く、次いで児童福祉・母子保健統合主管課が383か所（25．   

0％）、福祉事務所（家庭児童相談室）が100か所（6．5％）となっている。  

表3 要保護児童対策調整機関の指定  （平成20年4月1日現在）  

都道府県  

市・区  市・区 10 政令指定都  
市・児童相  

（30万以 上）   （万～ 30万未  談所設置市   

満）   
満）   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59   187  478   656   137   15  1．532   

数   47   149  319  322   44   5  886  
児童福祉主管課  

％  79．7％  79．7％  66．7％  49．1％  32．1％  33．3％  57．8％   

数   5   23  
母子保健主管課  

％  1．7％  1．0％  2．4％  0．7％  1．5％   

数   3   10   34  262   3   383  
児童福祉t母子保健統合主管課  

％  5．1％  5．3％  7，1％  39．9％  51．8％  20．0％  25．0％   

福祉事務所  数   5   100  

（家庭児童相談室）  ％  8．5％  9．1％  16．1％  6．7％  6．5％   

福祉事務所   数  2   19   2  24   

（家庭児童相談室を除く）   ％  1．1％  4．0％  0．2％  1．5％  1．6％   

数  2   3  13  
保健センター  

％  0．5％  0．4％  1・ 0．8％   

数  5  34  
教育委員会  

％  0．5％  2．3％  2．6％  3，6％  2．2％   

数  
市設置の保健所  

％  0．5％  0．2％  0．1％   

数  6   3   ‖  

児童相談所  
％  0．2％′  0．9％  0．7％  20．0％  0．7％   

数  9  

障害福祉主管課  
％  0．2％  1．1％  0．7％  0．6％   

数   3   6   8   18   3   47  
その他  

％  5．1％  3．2％  1．7％  2．了％  6．6％  20．0％  3．1％   

数   59   187  478  656   137   15  1，532  

合計  
100．0％  
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（2） 担当職員（表4）   

調整機関の担当職員は、全国で4，534名配置されている。 内訳は、何らかの専門   

資格を有する者（①～⑧）は2，313名（51．0％）、そのうち、児童福祉司と同   

様の資格を有する者（①～④）は559名（12．3％）となっている。  

表4 要保護児童対策調整機関の担当職員  （平成20年4月1日現在）  

都道府県  

市・区  市・区 （10万一  

政令指定都  
市・児童相  

（30万以 上）    30万乗  談所設置市   

満）   満）   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59   187   4了8   656   13了   15  1，532   

（D児童福祉司と同様の資格を有する者  60   95   110   47   5   42   359  
（児童福祉司たる資格を有する着）  
（②、（診又は④に該当する舌を除く。）   

数  
（診医師  

％  0．4％  0．0％   

数   32   53   31   25   5   12   158  
③社会福祉士  

％  10．9％  7．1％  2．3％  1．7％  1．8％  3．2％  3．5％   

致   2   8   8   41  
④精神保健福祉士  

％  0．7％  1．5％  0．6％  0．7％  0．4％  2．1％  0．9％  

小計  数   94   159   149   83   12   62   559  
（児童福祉司と同様の資格を有する者①～  

④の計）  ％  32．1％  21．3％  11．2％  5．5％  4．4％  16．5％  12．3％   

38   71   95   266   69   617   ⑤保健師・助産師・看護師（（Dに該当  数            田  
する者を除く。）   

％  13．0％  9．5％  了．1％  17．6％  25．1％  20．8％  13．6％   

数   32   110   230   42   9   20   （診教員免許を有する者（（》に該当する                443   
者を除く。）   

％  10．9％  14．了％  1了．2％  2．8％  3．3％  5．3％  9．8％   

数   35   91   140   18   28   408  
⑦保育士（①に該当する者を除く。）  

％  11．9％  12．2％  10．5％  6．4％  6．5％  7．5％  9．0％   

数   18   82   129   19   4   34   286  
⑧（かから⑦に該当しない社会福祉主事  

％  6．1％  11．0％  9．7％  1．3％  1．5％  9．1％  6．3％  

小計  数  513   743   506   112   222  2，313  

（（》～⑧の計）  
％  74．1％  68．了％  55．7％  33．5％  40．7％  59．2％  51．0％   

数   63   1了9   502   9了6   163   138  2，021  
（9（むから⑧に該当しない一般事務職員  

％  21．5％  24．0％  37．6％  64．6％  59，3％  36．8％  44．6％   

数   13   55   89   28  15   200  
⑩その他  

％  4．4％  7．4％  6．了％  1．9％  4．0％  4．4％   

数  293   747  1，334  1．510   275   4，534  
合計  
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※「（参考）平成19年度」における「⑨①～⑧に該当しない一般事務職員」「⑳その他」については、昨年度把握を行った、何らかの資  

格を有する者に該当する「心理職」「福祉職」を含めていないため、比較できない。  
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（3） 担当職員の詳細（表5）   

担当職員の正規職員・正規職員以外の状況は、正規職員が3，630人（80・1％）、   

正規職員以外が904人（19．9％）となっている。   

また専任・兼任の状況は、専任が1，700人（37．5％）、他の業務と兼任が2，   

834人（62．5％）となっている。  

表5 要保護児童対策調整機関の担当職眉  （平成20年4月1日現在）  
都道府県  

政令指定都  
市・児童相  

市・区（30 万以上）  市・区（10 万～30万未 満）  市・区（10 万未満）  町   談所設置市   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59   18了   4了8   656   137   15  1，532   

数   293   747  1．334  1，510   2了5   375  4．534  

担当職員数  
％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％   

数   217   497   905  1，448   259   304  3，630  
正規職員  

正規職員・正規職員   
％  74．1％  66．5％  67．8％  95．9％  94．2％  引．1％  80．1％  

以外の状況  
数   250   429   62   71   904  

正規職員  

以外  4．1％   5．8％  柑．9％  19．9％   

数   199   447   541   214   18   281  1，700  
専任  

％  6了＿9％  59．8％  40．6％  14，2％   6．5％  了4．9％  37．5％  
専任・兼任の状況  

数   94   300   793  1，296   257   94  2，834  
兼任  
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3．設置形態・活動内容等  

（1）地域協議会の構造（表6）   

地域協議会の構造は、「3層構造」が992か所（64．8％）、「2層構造」が  

487か所（31．8％）となっている。  

表6 協議会の構造  （平成20年4月1日現在）  

都道府県  

政令指定都  
市・児童相  

市・区 （30万  故所設正市   

以上）   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59  187  478  656  137   15  1，532  

3層構造  数   45  164  346  369   55   13  992  
（代表者会議、実務者会議、  

個別ケース検討会議）  ％  76．3％  87．7％  72．4％  56．3％  40．1％  86．7％  64．8％  

2層構造  数   6   17  116  268   80  487  
（代表者会議と実務者会議、   

又は  
代表者会議と個別ケース検討会議）                   ％  10．2％  9．1％  24．3％  40．9％  58．4％  31．8％   

数   8   6   16   19   2   2   53  

その他  

％  13．6％  3．2％  3．3％  2．9％  1．5％  13．3％  3．5％   

数   59  187  478  656  137   15  1．532  

合計  
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（2） 地域協議会の活動内容（表7）   

代表者会議の設置は1，131か所、実務者会議の設置が920か所、個別ケース検   

討会議の設置が1 ，224か所となっている。   

また年間の平均開催数は、代表者会議が1．24回、実務者会議が5．99臥個別   

ケース検討会議が20．56回となっている。   

なお個別ケース検討会議における1ケースあたりの平均検討回数は、2．36回とな   

っている。  

表7 児童虐待防止に関する活動内容 （平成19年度実績）  

㈱ 

都道府県  

市・区  
政令指定都  

（10万  市・児童相 談所設置市  合計  
（30万 以上）   

平成19年度設置数   

代  （a）  

52  172  401  418  73   15  1，131  

表  
者  

開催実績数  
（b）   

回  93  227  483  458  78   64  1 
ム  コミ  

議   平均開催数  
（c）＝（b）÷（a）   

回  1．79  1．32  1．20  1．10  1．07  4．2了  1．24   

平成19年度設置数   

実  （d）  

52  160  323  322  12   920  

務  
者  

開催実績数  
（e）   

回  666  1，175  1，658  1，162  四   72了  5，509  

平均開催数 
（f）＝（e）÷（d）   

回  12．81  7．34  5．13  3．61  2．37  60．58  5．99   

平成19年度個別ケース  
検討会議設置数  56  179  439  4了9  58   13  1，224  

（g）  

個  
個別ケース検討会議の開催数（h）  回  3，481  6，787  7，699  3，268  278  3，648  25．161  

別 ケ l  

ス  

検  平成19年度延べケース数     人  10，276  13，751  26，650  7，898  485  7，826  66，886  
討  

A  コ＝  

議  平均開催数  
（k）＝（h）÷（g）   

回  62．16  3了．92  17．54  6．82  4．79  280．62  20．56  

1ケースあたりの平均検討回数   
（t）＝＝（j）÷（i）   
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（3） 実務者会議の形態（表8）  

実務者会議の形態は、「全ての相談種別を実務者会議として協議する」が827か所   

（54．0％）、次いで「相談内容別に分けて開催する」が385か所（25．1％）、   

「地域別に分けて協議する」が121か所（7．9％）となっている。  

表8 協議会の実務者会議の形態（複数回答）  （平成20年4月1日現在）  

都道府県  

市・区  
市・区 30  

政令指定都  
市・児童相  

（10万  談所詮覆市   

（万 以上）   （10万 ～30万 未満）   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59  187  478  656  137   15  1，532   

数   30    245  362   76   3  827   
全ての相談種別を実務者会議とし  

て協議する   
％  50．8％  59．4％  51．3％  55．2％  55．5％  20．0％  54．0％   

数   14   12   32   41   10   12  121  
地域別に分けて協議する  

％  23．7％  6．4％  6．7％  6．3％  7．3％  80．0％  7．9％   

数   9   25   96  202   49   4  385  
相談内容別に分けて開催する  

％  15．3％  13．4％  20．1％  30．8％  35．8％  26．7％  25．1％   

数   46・  114   82   16  269  

その他  
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4．ケースの進行管理の状況  

（1） ケースの登録数（表9－1）  

地域協議会におけるケースの登録数は全体で85，525件であり、そのうち、児童   

虐待ケース登録数が46，604件（54．5％）、児童虐待以外のケース登録数が38，   

921件（45．5％）となっている。  

また1地域協議会あたりのケース登録数は、児童虐待ケース登録数が30．4件、児   

童虐待以外のケース登録数が25．4件となっている。  

表9－1 ケースの登録数  （平成20年6月末日時点）  

都道府県  

市・区  
政令指定都  
市・児童相  
談所設置市   

上）   
満）   

（30万以  

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59   187   478   656   137   1．532   

数  8．833  13，232  10．624  3．609  200  10，106  46，604  

児 童  児童虐待ケース   
虐  登録数  
待  ％  68．3％  45．2％  4了．6％  57．4％  44．3％  70．8％  54．5％  
ケ   

ス                                         1地域協議会あたりの ケ 5．5   
児童虐待▲－ス登録数   

1．5  673．7  30．4   

そ  
の  数  4．091  16，023  11，697  2，681   251   4，178  38，921  

他   
の  
要  

登録数  
％  31．7％  54．8％  52．4％  42．6％  55．7％  29、2％  45．5％  

l．8  278．5  25．4   

保 護 ケ u ス   

… 
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22.4 

い‥■ 
仙  

一8ト  



（2） ケースの進行管理台帳の作成（表9－2）   

地域協議会におけるケースの進行管理台帳は、1，029か所（67．2％）で作成   

されている。  

表9－2 ケース進行管理台帳の作成の有無  

都道府県  

市・区 （10万～  
政令指定都  
市・児童相  
談所設置市   

満）   
市■区 （30万以 上）    30万未   市一区 （10万乗 満）  町   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59   187   478   656   137   15   1，532   

数  54   160   361   385   56   13   1，029  
作成している  

％  91．5％  85．6％  了5．5％  58．7％  40．9％  86．7％  6了．2％   

数  5   27   117   271   81   2   503  
作成していない  

％  8．5％  14．4％  24．5％  41．3％  59．1％  13．3％  32．8％   

数  59   187   478   656   137   15   1，532  

合計  
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（3） ケースの見直しの頻度（表9－3）   

地域協議会においてケース進行管理台帳を作成している場合、ケースの見直しの頻度   

として、少なくとも「3か月以内に1回」が274か所（17．9％）、「4～6か月以   

内に1回」が138か所（9．0％）、「6か月以上に1回」が40か所（2．6％）と   

なっている。  

また、「必要に応じて随時」が528か所（34．5％）となっている。  

表9－3 ケースの見直しの頻度  

都道府県  

市・区  
政令指定都  
市・児童相  
談所設置市   

満）   
（30万以 上）   

地域協議会設置数  
（平成20年4月1日）  

59   18了   478   656   137   15   1．532   

うちケース進行管理台帳作成し  てい   54   
る協議会数  

160   361   385   56   13   1，029   

数  21   69   110   58   9   274  

①3か月以内に1回  

％  35．6％  36．9％  23．0％  8．8％  6．6％  46．7％  17．9％   

数  12   29   44   49   3   138  
②4～6か月以内に1回  

％  20．3％  15．5％  9．2％  了．5％  2．2％  6．了％  9．0％   

数  口   22   14   40  

③6か月以上に1回  

％  1．7％  1．1％  4．6％  2．1％  0．7％  2．6％   

数  34   100   1了6   121   13   8   452  

小計  

％  57．6％  53．5％  36．8％  18．4％  9．5％  53．3％  29．5％   

数  15   53   247   4   528  

④必要に応じて随時  

％  25．4％  28．3％  36．0％  37．7％  27．0％  26．7％  34．5％   

数  5   13   6   49  

⑤その他  

％  8．5％  3．7％  2．7％  2．6％  4．4％  6．7％  3．2％‘   

数  54   160   361   385   56   13   1，029  

合計  
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